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国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、15歳から64歳の生産年齢人口は、2017

年の7,596万人（総人口に占める割合は60.0%）が2040年には5,978万人（同53.9%）に減少する

と推計されています。生産年齢人口の減少により、様々な社会的・経済的課題が生じてくるた

め、地方自治体には生産性をより向上させる努力が求められることになります。このため、既

存の制度や仕事の仕方を根本から見直し、仕事とプライベートの両立、フリーアドレス導入等、

イノベーションが起こりやすい業務改革に自治体が率先して取り組む必要があります。

当センターでは、自治体の働き方改革の一助としていただくことを目的に、「オフィスのレイ

アウト改善に関する事例」「時間や場所にとらわれない働き方に関する事例」「兼業・副業を促

進することで地域活動に取り組む職員を支援する事例」「AI・ITを活用する事例」等の観点か

ら働き方改革に取り組む先進的な12事例を盛り込んだガイドブックを作成いたしました。

本書は、総論、政策解説、事例紹介の3部構成となっております。総論として東京大学社会科

学研究所教授の水町勇一郎氏に『「働き方改革」と自治体の課題』と題する論文を寄稿いただき

ました。政策解説については、内閣官房働き方改革実現推進室及び総務省自治行政局公務員部

女性活躍・人材活用推進室に最新の動向を踏まえた解説を執筆いただきました。また、事例紹

介では、各事例における働き方改革のきっかけ、具体的な取組内容、成果、課題、今後の展望

等をまとめました。

本書が、自治体で働き方改革に取り組む皆様の一助となれば幸いです。

最後になりますが、本書の刊行にあたり、多大なるご協力をいただきました関係者の皆様方

に厚くお礼申し上げます。

令和２年１月

一般財団法人地域活性化センター

理事長　椎 川  忍

は じ め に
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総論



はⅠ じめに
労働法制として「70年ぶりの大改革」とも言

われる働き方改革関連法案が2018（平成30）年6
月に成立し、2019（平成31）年4月から順次施行
されている。この「働き方改革」は、民間部門の
みならず、公共部門にも大きな影響をもたらして
いる。
本稿では、働き方改革の概要（Ⅱ）をみたうえ

で、なぜいまこの改革が行われているのか（Ⅲ）
を明らかにし、この改革が自治体にとっていかな
る意味をもち、いかなる課題を突き付けているか
（Ⅳ）を示すことにしたい。

働Ⅱ き方改革の概要
働き方改革は、長時間労働の是正と非正規労働

者の待遇改善を2つの柱としている。

1．長時間労働の是正
旧来の労働基準法では、法定労働時間（現行で

は週40時間、1日8時間）を超える時間外労働に
ついて絶対的な上限時間が定められておらず、36
協定（およびそれに付される特別条項）を締結す
れば、労使で定めた範囲内で時間外・休日労働を

行わせることができた。このようななかで長時間
労働の弊害が深刻化し、時間外労働に上限を設定
することが政策的に重要な課題とされるようにな
った。
働き方改革関連法による労基法改正は、労働者

の健康確保、労働生産性の向上、ワーク・ライ
フ・バランスの改善等を図ることを目的として、
労基法36条を改正し、罰則付きで時間外労働の
上限時間を設定した。具体的には、労基法36条
を改正し、①法定労働時間を超える時間外労働の
限度時間を原則として月45時間、年360時間とす
る、②特例として、臨時的な特別の事情がある場
合に労使協定（特別条項）によりこの限度時間
（①）を超える時間を定める場合にも、ⓐ1年に
ついて720時間を超えない時間を定める、ⓑ月45
時間を超える月数を1年について6か月以内とし
て定める、ⓒ実際に時間外・休日労働をさせた時
間が1か月100時間未満かつ2か月ないし6か月平
均でいずれにおいても80時間以内となるように
する（※1）ものとされた。
この時間外労働に上限時間を設定するという法

改正は、法定労働時間を週48時間から40時間に
改正するなど大規模な労働時間法制の改革を行っ
た1987（昭和62）年労基法改正でも実現できず
（※2）、1947（昭和22）年の労基法制定以来、今

東京大学法学部卒業後、東北大学法学部助教授、パリ第10大学客員教授
などを経て、現職。
専門は労働法学。働き方改革実現会議議員、規制改革推進会議委員など

を歴任。近著に、『労働法入門新版』（2019年6月、岩波新書）、『詳解 労働法』（2019年9月、東京
大学出版会）、『「同一労働同一賃金」のすべて〔新版〕』（2019年9月、有斐閣）、『労働法〔第7版〕』
（2018年、有斐閣）など。

「働き方改革」と自治体の課題
総  論

水町 勇一郎（東京大学社会科学研究所教授）
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回初めて実現された改革である。近代的労働法の
大きな任務は、比較法的にみて、最低賃金の設定
と労働時間の上限時間の設定にあることに鑑みる
と、労働時間（時間外労働）の上限時間を設定し
た今回の法改正は、1959（昭和34）年の最低賃
金法の制定と並ぶ、日本の戦後労働法の重大な節
目となる改革と位置づけることができる（※3）。
このほか、働き方改革関連法は、労働者の健康
確保や休暇取得促進の観点から、使用者への年休
付与義務（年5日）の設定（労基法39条7項）、労
働時間の適正把握の法律上の義務化（労働安全衛
生法66条の8の3）、勤務間インターバル制度の導
入促進（労働時間等設定改善法2条による努力義
務の設定）、多様で柔軟な働き方の実現という観
点から、フレックスタイム制の見直し（労基法
32条の3）、高度プロフェッショナル制度の創設
（労基法41条の2）等を併せて行った（※4）。

2．非正規労働者の待遇改善
働き方改革では、正規・非正規労働者の待遇格
差を是正するために、有期雇用労働者に関する労
働契約法、パートタイム労働者に関するパートタ
イム労働法、派遣労働者に関する労働者派遣法の
三法を一括改正することとされた。具体的には、
有期雇用労働者について不合理な労働条件を禁止
した現行の労働契約法20条を削除し、パートタ
イム労働法の題名をパートタイム・有期雇用労働
法（正式名称は「短時間労働者及び有期雇用労働
者の雇用管理の改善等に関する法律」）に改めて、
パートタイム労働者と有期雇用労働者を同法のな
かで同じ規制の下に置くこととした。また、派遣
労働者の待遇については、労働者派遣法を改正し
て、パートタイム・有期雇用労働法と原則として
同じ規制（不合理な待遇の相違の禁止など）の下
に置くこととした。
この改革のポイントは、不合理な待遇の相違を
禁止したパートタイム・有期雇用労働法8条にあ
る。同条は、①基本給、賞与その他の待遇のそれ
ぞれについて個別に不合理性を判断すること、②

その不合理性の判断において、当該待遇の性質・
目的に照らし適切と認められる事情を考慮するこ
とを、法文上明確にした。また、この条文の改正
に加えて、その不合理性の判断の考え方と事例を
具体的に示す「ガイドライン案」（※5）を作成
し、これを同条の解釈のための「指針」（※6）
（パートタイム・有期雇用労働法15条参照）とす
ることで、企業の現場での労使の具体的な取組を
促すこととした。さらに、待遇の相違の内容と理
由を「事業主の説明義務」の対象とすること（同
法14条2項）によって、待遇格差の是正について
の使用者の説明責任を法律上明確にし、労働者が
訴訟を提起できるようにするための情報面での基
盤を整備した（※7）。
派遣労働者についても、労働者派遣法の改正に

よって、不合理な待遇の相違の禁止（労働者派遣
法30条の3第1項）、事業主の説明義務（同法31条
の2第4項）などパートタイム・有期雇用労働法
改正と同様の規定が、労働者派遣法のなかに定め
られた。なお、派遣労働者については、不合理な
待遇の相違の禁止は、原則として派遣先に雇用さ
れる通常の労働者との間で均等・均衡待遇の実現
を図ることを求めている（同法30条の3第1項）
が、この原則（いわゆる「派遣先均等・均衡方
式」）を貫くと、派遣労働者がキャリアを蓄積し
て派遣先を移動しても、派遣先労働者の賃金が低
下する場合に派遣労働者の賃金が下がり、派遣労
働者の段階的・体系的なキャリア形成支援と不整
合な事態を招くことになりかねない。そこで、派
遣労働者については、労使協定で同種業務の一般
労働者の平均的な賃金額（厚生労働省令で定める
もの）（※8）以上である賃金額など一定水準を満
たす待遇を決定しそれを実際に遵守・実施すると
いう方法（いわゆる「労使協定方式」）をとるこ
とを例外として認めるものとされた（同法30条
の4）。
このように、働き方改革は、日本的雇用システ

ムと密接に結びつき、1993（平成5）年のパート
タイム労働法の制定以来25年かけても解決でき
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なかった正規・非正規労働者間の待遇格差問題に
ついて、その抜本的な解決を志向した改革といえ
る（※9）。

3．その他のテーマについて
「働き方改革」は、この2つの柱を中心としつつ、
その他労働法制に関する幅広いテーマを取り上げ
て改革を進めようとしている。「働き方改革実行計
画」が掲げたテーマとしては、長時間労働の是正
と非正規労働者の待遇改善という2つの柱以外に、
①賃金引上げと労働生産性の向上、②柔軟な働き
方がしやすい環境整備、③女性・若者が活躍しや
すい環境整備、④病気の治療と仕事の両立、⑤子
育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労、⑥雇
用吸収力の高い産業への転職・再就職支援、⑦誰
にでもチャンスのある教育環境の整備、⑧高齢者
の就業促進、⑨外国人材の受入れがある。
これらのテーマについては、①最低賃金を全国

加重平均で1,000円となるまで年率3％引き上げ
る、②雇用型・非雇用型のテレワークについてそ
れぞれガイドラインを刷新し周知・啓発を図る、
③専門実践教育訓練給付の拡充等によりキャリア
教育・職業教育を充実させる、女性活躍に関する
情報公表制度の拡大・強化等を図る（2019〔令
和元〕年5月女性活躍推進法改正）、④両立支援
コーディネーター・医療機関・企業のトライアン
グルによる治療と仕事の両立支援を図る、⑤子育
て安心プランを前倒して実施する、障害者の就労
支援事業を充実させ推進する（2019〔令和元〕
年6月障害者雇用促進法改正）、⑥労働移動支援
助成金に中途採用支援コースを新設する、⑦給付
型奨学金を創設する、幼児教育の無償化を図る、
⑧継続雇用の65歳超への延長、65歳以上の定年
引上げに向けた環境を整備する、⑨一定の専門
性・技能を有する即戦力外国人材について就労を
目的とした新たな在留資格を創設する（2018〔平
成30〕年12月出入国管理法改正）などの取組が
進められている。もっとも、②雇用類似の働き
方、兼業・副業の推進、⑧生涯現役社会の実現の

ための法整備等についてはなお検討課題とされ、
法整備等に向けた検討が続けられている。

働Ⅲ き方改革の目的
働き方改革の骨子を定めた「働き方改革実行計

画」は、改革の基本的な考え方について、次のよ
うに述べている。
「日本経済再生に向けて、最大のチャレンジは
働き方改革である。……働き方改革は、日本の企
業文化、日本人のライフスタイル、日本の働くと
いうことに対する考え方そのものに手を付けてい
く改革である。
安倍内閣は、一人ひとりの意思や能力、そして

置かれた個々の事情に応じた、多様で柔軟な働き
方を選択可能とする社会を追求する。働く人の視
点に立って、労働制度の抜本改革を行い、企業文
化や風土を変えようとするものである。……
働き方改革こそが、労働生産性を改善するため

の最良の手段である。生産性向上の成果を働く人
に分配することで、賃金の上昇、需要の拡大を通
じた成長を図る「成長と分配の好循環」が構築さ
れる。個人の所得拡大、企業の生産性と収益力の
向上、国の経済成長が同時に達成される。すなわ
ち、働き方改革は、社会問題であるとともに、経
済問題であり、日本経済の潜在成長力の底上げに
もつながる、第三の矢・構造改革の柱となる改革
である。」（※10）
このように、働き方改革は、「社会問題」であ

るとともに「経済問題」であるという2つの側面
をもち、「労働制度の抜本改革を行い、〔日本の〕
企業文化や風土を変えようとするもの」と位置づ
けられている。「働き方改革」の背景と趣旨を正
確に理解するために、この2つの側面がどのよう
な意味をもつのか、具体的にみてみよう。

1．「働き方改革」の社会的側面
働き方改革の第1の側面は、社会的側面であ

る。これは、長期雇用慣行、年功的処遇、企業別
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労働組合を基本的な特徴とする正社員中心の「日
本的雇用システム」（※11）がもたらしてきた大
きな社会的弊害を、働く人の視点に立った抜本的
な改革によって解消していこうとする側面であ
る。その弊害とは、過労死・過労自殺にもつなが
る長時間労働問題と日本社会を不安定化させてい
る正規・非正規労働者間の格差問題である。

（1）　長時間労働問題
日本の労働問題のなかでも最も深刻な問題の1
つとして、長時間労働問題がある。その極限状況
では過労死・過労自殺に至る（※12）など、日
本における過重労働の問題は欧米諸国に比べてか
なり深刻であることが認識されている（※13）。
その要因としては、①日本的雇用システムの最大
の特徴である長期雇用慣行の下では外部労働市場
を利用した雇用の柔軟性（外的柔軟性）を確保す
ることが難しかったことから、企業内部で柔軟性
（内的柔軟性）を確保する方法の1つとして日常
的に長時間の時間外労働が行われてきた（不況で
業務量が減ったときに時間外労働を減らすことで
一種の雇用調整を行ってきた）こと、および、②
日本的な労働市場の二重構造（正規労働者と非正
規労働者間の大きな格差・乖離）が残存するなか
で、1990年代以降、グローバル競争の激化、景
気低迷の長期化、企業内人員構成の高齢化などを
背景にコスト削減圧力が急激に高まったため、コ
スト削減の手段として非正規労働者が増加し、量
的に減少した正規労働者の過重労働を深刻化させ
たことがあげられる。日本の長時間労働問題は、
日本の雇用システムや労働市場の構造と密接にか
かわる深刻な問題となっている。
このような状況に対し、働き方改革関連法は、
時間外労働の上限時間を労基法上罰則付きで設定
すること等によって、日本の長時間労働の実態・
文化を抜本的に改革しようとした。

（2）　正規・非正規労働者間の格差問題
日本では、いわゆる正社員を中心とする日本的

雇用システムが存在するなか、非正社員はその枠
外に置かれ、正社員を対象とする内部労働市場と
非正規労働者を対象とする外部労働市場との壁が
残存したまま、1990年代後半以降のグローバル
競争に突入した。その結果、相対的に雇用が不安
定で（※14）、賃金等の待遇面で正社員よりもコ
ストが安く（※15）、労働組合にも組織されてい
ないことが多い（※16）非正規労働者が急増し、
2017（平成29）年の非正規の職員・従業員の割
合は、全雇用者（役員を除く）の38.2％を占める
に至っている（総務省「就業構造基本調査」）。
さらに、問題の深刻さを増す現象も生じてい

る。例えば、厚生労働省「就業形態の多様化に関
する総合実態調査」によれば、正社員として働く
機会がなく、非正規雇用で働いている、いわゆる
非自発的な非正規労働者の割合が、1999（平成
11）年の14.0％から、2014（平成26）年には18.1
％に増加している。近年の研究では、非自発的な
非正規労働者の主観的な幸福度は低く（※17）、
正規労働者よりも心身症状（ストレス）が大きい
（※18）ことも示されている。厚生労働省「21世
紀成年者縦断調査」（第13回平成14年成年者調査、
2014〔平成26〕年実施）により初職の正規・非
正規別にみた結婚経験の状況をみると、結婚経験
ありは男性正規で72.9％、女性正規で80.2％であ
るのに対し、男性非正規では50.0％、女性非正規
では67.1％となっており、正社員と非正社員の格
差問題は結婚機会の格差にもつながっている。こ
のように、日本における正規・非正規労働者間の
格差問題は、社会的格差の再生産を生む原因とな
っている。
働き方改革関連法は、この正規・非正規労働者

間の格差問題に対し、均等・均衡待遇の実現（不
合理な待遇の禁止）を図ること等によって、日本
の正社員を中心とした雇用システムの抜本的改革
を図ろうとしている。

2．「働き方改革」の経済的側面
このように、働き方改革は、日本的雇用システ
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ムがもたらしてきた社会的弊害を「働く人の視点
に立って」抜本的に改革しようという社会的改革
という側面をもつ。この社会的側面に加えて、今
回の働き方改革の特徴を際立たせているのは、そ
の経済的側面である。

（1）長時間労働問題
日本に広がっている長時間労働問題は、長時間

労働による労働生産性の低下をもたらしているだ
けでなく、労働者のメンタルヘルス問題、過労
死・過労自殺等を生む原因となっている。さら
に、長時間労働は、仕事と家庭生活との両立を妨
げ、少子化の原因となるとともに、家庭生活や健
康面等で制約をもつ女性や高齢者などの労働市場
への参加・活用やキャリア形成を阻害する要因と
なっている。
これに対し、長時間労働を是正すれば、ワー

ク・ライフ・バランスが改善し、女性や高齢者も
仕事に就きやすくなり、労働参加率の向上に結び
つく。企業経営者は、時間制約のなかでいかにし
て効率的に働いてもらうかに関心を高め、時間あ
たりの労働生産性向上につながる可能性がある
（※19）。
このように、時間外労働に上限時間を設定する

こと等により、労働参加率および労働生産性を向
上させ、日本経済の潜在的成長率を高めることが
期待されている。

（2）正規・非正規労働者間の格差問題
正規・非正規労働者間の待遇格差は、非正規労

働者がコストの安い労働力と認識されることによ
り、能力開発機会の乏しい非正規労働者の増加に
つながり、労働力人口の減少のなか労働生産性の
向上を阻害する要因となりかねない。また、低賃
金・低コストの非正規労働者の存在は、経済成長
の成果を賃金引上げによって労働者に分配するこ
とで賃金上昇、需要拡大を通じたさらなる経済成
長を図るという「成長と分配の好循環」を阻害す
る要因ともなっている（※20）。このように、正

規・非正規労働者間の格差問題は、賃金の上昇、
デフレ脱却により日本経済の潜在的成長力の底上
げを図ろうとする構造改革の根幹にある重要な経
済問題としても位置づけられている。
いわゆる「同一労働同一賃金」改革は、正規労

働者（無期雇用フルタイム労働者）と非正規労働
者（有期雇用労働者、パートタイム労働者、派遣
労働者）の間の不合理な待遇差を解消すること等
によって、①どのような雇用形態であっても仕事
ぶりや能力等に応じた公正な処遇を受けることが
できる社会（多様な働き方を選択できる社会）を
実現し、そこで得られる納得感が労働者の働くモ
チベーションや労働生産性を向上させること、そ
して、②生産性向上や経済成長の成果を非正規労
働者の待遇改善を含む賃金全体の引上げ（労働分
配率の上昇）につなげていくことによって、日本
経済に「成長と分配の好循環」を取り戻し、その
潜在成長力の底上げを図ることを、もう一つの目
的としている。

3．「安倍政権」という特徴
このように、働き方改革は、社会的公正さの追

求とともに、日本経済の生産性・成長力の底上げ
とその成果の労働者への公正な分配（賃上げ）に
よって「成長と分配の好循環」を実現するとい
う、安倍政権の経済政策（いわゆる「アベノミク
ス」）の要として位置づけられている。働き方改
革は、かつて社労族として衆議院厚生労働委員会
理事や自民党社会部会（現在の厚生労働部会）会
長を務めるなど社会政策に対する知識と経験をも
ち、第二次安倍政権において経済政策として「ア
ベノミクス」を掲げた安倍晋三が、長期安定政権
のなかでトップダウンの手法（※21）を用いて
実現した改革との背景・特徴をもつものといえ
る。社会政策と経済政策とを連動させて「働き方
改革」の実現を図ろうとするこの安倍晋三の政治
姿勢は、その祖父である岸信介の革新的な政治理
念―生産性向上による経済再建とその成果の分配
による福祉国家の建設（社会民主主義の実現）
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（※22）―と通底している。

自Ⅳ 治体の課題
以上のように要約される「働き方改革」は、地

方自治体にどのような課題を突きつけているか。
法律の適用関係をみると、「働き方改革」関連
法は、公務部門に直接適用される部分と、直接に
は適用されない部分がある。例えば、長時間労働
の上限時間を定めた労基法36条は地方公務員に
も直接適用され（地方公務員法58条3項参照。た
だし労働基準監督署等の職権は人事委員会が担う
〔同条5項〕）（※23）、地方自治体にも同じ課題を
達成するよう求めている（2019〔平成31〕年4月
施行）。これに対し、通常の労働者（いわゆる正
社員）と短時間・有期雇用労働者との不合理な待
遇の相違の禁止等を定めたパートタイム・有期雇
用労働法については、国家公務員、地方公務員等
は適用除外とされており（同法29条）、民間部門
と同じ法律規定が適用されるわけではない（※
24）。これに代わり、政府は、地方公務員法と地
方自治法を改正し、従来の臨時・非常勤職員の多
くを「会計年度任用職員」に移行して、一般の公
務員と同様に守秘義務、任用・服務等の責任を課
しつつ、条例により期末手当等を支給し待遇改善
を図る（※25）ことを可能とする制度の枠組み
を設けた（地方公務員法22条の2、地方自治法
203条の2第4項等参照。2020（令和2）年4月施行）。
各地方自治体は、2020（令和2）年4月に向けて
条例を制定し、臨時・非常勤職員の会計年度任用
職員への移行とその待遇改善を行うことを迫られ
ている。
そもそも、なぜこのような改革を行わなければ
ならないのか。その目的は、①日本的雇用システ
ムがもたらしてきた弊害（過労死・過労自殺にも
つながっている長時間労働問題と日本社会の不安
定要因となっている正規・非正規労働者間の格差
問題）を働く人の視点に立った抜本的な改革によ
って解消していこうという社会的側面と、②長時

間労働の是正により労働参加率の向上と時間当た
り労働生産性の向上（日本経済の潜在的成長力の
向上）を図るとともに、正規・非正規労働者間の
待遇格差の是正によって、どのような雇用形態の
労働者にも公正な処遇を保障し非正規労働者を含
む労働者全体の賃金の底上げ（労働分配率の上
昇）を図ることにより、「成長と分配の好循環」
を実現するという経済政策（アベノミクス）とし
ての側面があった（Ⅲ参照）。そして、ここで解
消・改善が図られようとしている弊害は、公務部
門でも同様に（場合によってはより広く深刻な形
で）発生しており、国の重要な政策としてこれら
の解消・改善を図ろうとしている目的（その社会
的・経済的側面）は、公務部門にも同様に及ぶも
のである。多くの労働者を抱える公務部門も、民
間部門と同様に、この「働き方改革」に真剣に取
り組むことが政策的に要請されている。
もっとも、地方自治体が直面している難しい課

題もある。定員管理と予算制約の問題、そして地
方分権化の進展に伴う業務の増加である。業務が
増加基調にあるにもかかわらず、定員管理の下で
正規の職員数を増やせない自治体において、長時
間労働の是正を図っていくためには、民間部門以
上に、労働時間短縮の取組を進めていくことが求
められる。具体的には、①残業時間の「見える
化」、労働時間削減を職員や管理職の人事考課上
の評価項目に入れること、テレワークの推進によ
る通勤時間の削減などによって労働時間について
の意識改革を行っていくとともに、②無駄な業務
の削減、定型業務の民間委託、IT・AIの導入・
活用などによって、業務の省力化・効率化を積極
的に推進していくことが必要になる。また、臨
時・非常勤職員の会計年度任用職員への移行（そ
れに伴う待遇改善）は自治体にとって大きな支出
増加につながり、予算制約との衝突を生じさせる
ことになるが、非正規労働者の待遇改善による賃
金の底上げ（労働分配率の向上）は国の政策とし
て強く求められている点であり、空前の人手不足
のなかで自治体の業務を担う職員を確保するとい
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う観点からも、非正規職員の待遇改善を図ること
は不可避の状況である（民間部門も基本的には同
様の状況のなかで待遇改善を迫られている）。こ
の事態を乗り越えて改革を実現していくために
は、時間短縮や業務効率化によって得られた利益
の公正な分配、自治体のトップの働き方改革につ
いての正確な理解とリーダーシップの発揮（人へ
の投資としての人件費予算〔賃金原資〕の拡充）、
そして働き方改革を積極的に進めている自治体へ
の国からの予算措置の充実等を図ることが必要に
なる。
「70年ぶりの大改革」といわれる働き方改革
は、民間部門と同様に、公務部門にも大きな改革
を迫っている。しかし、改革に魔法の杖があるわ
けではない。①改革を牽引していくトップのリー
ダーシップ、②改革の制度設計を担う人事担当者
とそれをサポートする専門家の企画運営・調整能
力、③働く現場での管理職と職員による意識改革
や業務効率化の努力の積み重ね、の3つがうまく
噛み合うことによって、この改革を円滑に進めて
いくことが可能となる。
職員の待遇改善のためにも、住民へのサービス

の向上のためにも、自治体をあげた取組が求めら
れている。

※1　ⓒの1か月100時間、2か月ないし6か月平均で月80
時間という基準については、脳・心臓疾患の労災認定基
準（平成13・12・12基発1963号）に由来するものであ
り、その時間数の算定方法として、同基準における算定
方法に合わせて、休日労働を含む数字としてカウントす
ることとされた。
※2　その結果、1987年労基法改正後は、週休2日制が普
及するなど所定労働時間は短くなったが、それを超える
時間外労働（とりわけ平日の残業時間）が長くなり、日
本の正規労働者の睡眠時間が減少するという結果をもた
らした（黒田祥子「日本人の労働時間──時短政策導入
前とその20年後の比較を中心に」RIETI Policy Discussion 
Paper Series 10─P─002 （2010）など）。
※3　本改革は、このような意味で、「これまで長年、労
働政策審議会で議論されてきたものの、結論を得ること
ができなかった、労働基準法70年の歴史の中で歴史的な
大改革である」と評されている（働き方改革実現会議
「働き方改革実行計画」（2017〔平成29〕年3月28日決定）

3頁）。
※4　働き方改革関連法案では、企画業務型裁量労働制
（労基法38条の4）の対象業務に、「法人顧客のための課
題解決型開発提案業務」と「裁量的にPDCAを回す制度
改善業務」を追加するとともに、対象者の健康確保措置
の充実等を図ることを提案する予定であったが、いわゆ
る「不適切データ」問題を受け、裁量労働制に関する部
分は法案から削除され、今後の検討課題とされた。
※5　働き方改革実現会議「同一労働同一賃金ガイドラ
イン案」（2016〔平成28〕年12月20日決定）。この「ガイ
ドライン案」（①）については、改正法の成立（2018年6
月29日）前の同年6月1日に最高裁が下したハマキョウレ
ックス（差戻審）事件（最二小判平成30・6・1民集72巻
2号88頁）および長澤運輸事件（最二小判平成30・6・1
民集72巻2号202頁）の二判決によって、実質的にこれを
後押しするような判断がなされた。両判決は、本改正前
の労契法20条の解釈として、労働条件の相違の不合理性
について、原則として個々の労働条件ごとにその趣旨・
性質に照らした判断をすることとし、また、その具体的
判断として、ハマキョウレックス（差戻審）事件判決
は、皆勤手当、作業手当、給食手当、通勤手当について
事実上「ガイドライン案」に沿った解釈をした。この最
高裁二判決は、これらの点で、本改正の方向性を部分的
に先取りし、改正に向けた動きを加速させたものと位置
づけることができる（水町勇一郎「有期・無期契約労働
者間の労働条件の相違の不合理性」労判1179号5頁以下
参照）。
※6　短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する
不合理な待遇の禁止等に関する指針（いわゆる「同一労
働同一賃金ガイドライン」）（平30・12・28厚労告430
号）。
※7　この待遇の相違の内容と理由の説明義務について、
加藤勝信厚生労働大臣（当時）は、2018年5月23日の衆
議院厚生労働委員会における西村智奈美理事（立憲民主
党）からの質問に対し、「事業主が……この待遇差につ
いて十分な説明をしなかったと認められる場合にはその
事実、そして、していなかったという事実も〔パートタ
イム・有期雇用労働法8条の〕その他の事情に含まれ、
不合理性を基礎づける事情としてこの司法判断において
考慮されるものと考えているところであります」〔括弧
書きは筆者補充〕と答弁している（国会会議録第196回
国会厚生労働委員会第22号）。
※8　労働者派遣法施行規則25条の9、令元・7・8職発
0708第2号参照。
※9　「このような正規雇用労働者と非正規雇用労働者の
間の不合理な待遇差の解消の取組を通じて、どのような
雇用形態を選択しても納得が得られる処遇を受けられ、
多様な働き方を自由に選択できるようにし、我が国から
「非正規」という言葉を一掃することを目指す」とされ
ている（前掲※3）「働き方改革実行計画」5頁）。
※10　前掲※3）「働き方改革実行計画」1頁以下。
※11　日本的雇用システムの特徴については、今井賢一
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＝小宮隆太郎編『日本の企業』（東京大学出版会、1989）
275頁以下〔神代和欣、小池和男、大橋勇雄〕、青木昌彦
（永易浩一訳）『日本経済の制度分析──情報・インセン
ティブ・交渉ゲーム』（筑摩書房、1992）57頁以下、猪
木武徳＝樋口美雄編著『日本の雇用システムと労働市
場』（日本経済新聞出版社、1995）、野村正實『日本的雇
用慣行―全体像構築の試み』（ミネルヴァ書房、2007）、
仁田道夫＝久本憲夫編『日本的雇用システム』（ナカニ
シヤ出版、2008）、小池和男『高品質日本の起源』（日本
経済新聞出版社、2012）など参照。
※12　川人博『過労自殺』（岩波書店、1998）、井上達夫
『現代の貧困』（岩波書店、2001）160頁以下、大野正和
『過労死・過労自殺の心理と職場』（青弓社、2003）など。
※13　労働政策研究・研修機構研究調整部研究調整課編
『諸外国のホワイトカラー労働者に係る労働時間法制に
関する調査研究』（労働政策研究・研修機構、2005）20
頁以下〔山川隆一＝荒木尚志〕参照。
※14　浅野博勝・伊藤高弘・川口大司「非正規労働者は
なぜ増えたか」鶴光太郎・樋口美雄・水町勇一郎編『非
正規雇用改革』（日本評論社、2011）63頁以下は、産業
構造の変化、生産物需要の不確実性、情報通信技術の導
入により、雇用調整のバッファー（緩衝材）として非正
規労働者の利用が進んでいる（非正規労働者の増加の6
割程度はこれらの要因により説明できる）としている。
※15　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」によると、
2018（平成30）年の正社員・正職員の賃金は32万3900円
（年齢41.9歳、勤続13.0年）であるのに対し、非正社員
（＝正社員・正職員以外）の賃金20万9400円（年齢48.3
歳、勤続8.7年）となっており、非正社員については、年
齢が上昇しても賃金（月給ベース）の上昇幅は小さい
（50歳ころまでは正社員・正職員との格差が拡大する）
ことがうかがえる。
※16　厚生労働省「労働組合基礎調査」によると、2018
（平成30）年のパートタイム労働者（週35時間未満雇用
者）数に占める労働組合員数の割合（推定組織率）は8.1

％となっており、1998（平成10）年の2.5％から増加傾
向にあるが、雇用者全体における推定組織率（2018年は
17.0％）と比べるとなお低いレベルにとどまっている。
※17　鶴光太郎「非正規雇用問題解決のための鳥瞰図」
鶴・樋口・水町編・前掲※2）12頁以下。
※18　山本勲「非正規労働者の希望と現実」鶴・樋口・
水町編・前掲※2）93頁以下。
※19　前掲※3）「働き方改革実行計画」2頁参照。
※20　前掲※3）「働き方改革実行計画」2頁参照。
※21　水町勇一郎「『働き方改革』の総括と今後に残さ
れた課題」季刊労働法265号（2019）106頁以下・111頁
以下参照。
※22　長谷川隼人「経済再建のための保守合同－保守政
党の再編過程における岸信介の認識と行動の再検討」一
橋法学16巻3号265頁以下（2017）参照。例えば、1959（昭
和34）年4月に最低賃金法を成立させたのは岸信介政権
であった。
※23　ただし、公務のために臨時の必要がある場合に
は、36協定によらずに、時間外・休日労働をさせること
ができるものとされている（労基法33条3項）。この労基
法33条3項による場合にも、条例等で超過勤務時間の上
限（月100時間未満、2～ 6か月平均80時間以内など36協
定による場合と同様の上限）を設定する動きが進められ
ている。
※24　なお、労働者派遣法には、国家公務員と地方公務
員の適用除外は定められておらず（船員職業安定法が適
用される「船員」〔同法6条1項〕のみが適用除外とされ
ている〔労働者派遣法3条〕）、地方公務員が派遣労働者
となる場合にも、地方自治体が派遣先となる場合にも、
労働者派遣法は全面的に適用される（働き方改革関連法
に基づく改正労働者派遣法は2020〔令和2〕年4月施行）。
※25　給与や昇給等についても、常勤職員の給与との均
衡を考慮し決定するものとされており、働き方改革の目
的に沿った待遇改善が求められている。
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自治体の働き方改革
令和元年度　地域活性化ガイドブック

政策解説



1 はじめに  ～働き方改革の背景～

日本は少子高齢化による生産年齢人口の減少と
いう大きな構造的課題を抱えており、日本の人口
は既に減少局面を迎えている。今後、15 ～ 64歳
の現役世代が急速に減少し、2065年には総人口
が9,000万人を割り込み、高齢化率は38％台の水
準になることが見込まれている。その一方、我が
国の経済は緩やかな回復が続いており、雇用情勢
は着実に改善が進み、全ての都道府県で有効求人
倍率が1倍を超える中、中小企業・小規模事業者
を中心に人手不足が深刻化している。
この構造的課題に立ち向かい、高齢者も若者

も、女性も男性も、障害や難病のある方も、誰も
が能力を最大限発揮して活躍できる一億総活躍社
会の実現に取り組むための最大のチャレンジが
「働き方改革」である。
働き方改革は、働く人の視点に立って、法制度

の抜本的改革のみならず、従来の日本の企業文化
や日本人のライフスタイル、長時間労働を是とす
る考え方そのものを変える改革であり、生産年齢
人口が大きく減少する中でも、その実現により、
就業者数の大幅な減少を抑えることを可能とし、
日本経済が持続的に成長していく上で欠かせない
ものである。

2 働き方改革実行計画と法改正
（1）働き方改革実行計画
平成29年3月29日、内閣総理大臣を議長とする

「働き方改革実現会議」において、「働き方改革実
行計画」（以下「実行計画」）が取りまとめられた。
実行計画には、「罰則付き時間外労働の上限規

制の導入など長時間労働の是正」「同一労働同一
賃金など非正規雇用の処遇改善」をはじめとする
項目が盛り込まれ、スピード感をもってこれらの
改革を実行することとされた。（図表1）

（2）働き方改革関連法
実行計画に基づき、労働基準法（以下「労基
法」）の改正案をはじめとした、複数の改正法に
より構成される「働き方改革を推進するための関
係法律の整備に関する法律」（以下「働き方改革
関連法」）案が国会に提出され、平成30年6月末
に可決・成立した。
働き方改革関連法の各法律・内容・施行日につ

いては下図をご覧いただきたい。（図表2）
このうち本稿では、特に企業の労務管理等に大

きな影響がある、「①時間外労働の上限規制」、「②

図表1：「働き方改革実行計画」の概要

誰もが働きやすい社会の実現に向けた
働き方改革について

政策解説

内閣官房 働き方改革実現推進室
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年5日の年次有給休暇の確実な取得」、「③同一企
業内における不合理な待遇差の解消（同一労働同
一賃金）」を中心に紹介する。

①時間外労働の上限規制
長時間労働は、健康を害するだけでなく、少子
化の原因や、女性のキャリア形成や男性の家庭参
加を阻む原因である。週49時間以上働いている
労働者の割合は、欧州が1割程度であるのに対
し、日本は2割に及んでいる。
労基法第32条は、使用者に対し罰則付きで1日
8時間、1週40時間を超えて労働させてはならな
いと義務づけている。例外として、労基法第36
条に定める「時間外労働・休日労働に関する労使
協定」（以下「36協定」）の締結及び労働基準監
督署への届出により、36協定で定めた延長時間
数の範囲内で時間外労働が可能となっている。
働き方改革関連法において、この36協定で定
める延長時間の上限を、臨時的な特別な事情がな
ければ原則として月45時間、かつ、年360時間
（対象期間が3か月を超える1年単位の変形労働時
間制により労働させる場合は、原則として月42
時間、かつ、年320時間）とした。臨時的な特別
の事情があって労使が合意する場合でも、年720
時間以内、複数月平均80時間以内（休日労働を
含む）、単月100時間未満（休日労働を含む）を
守らなければならないこととした。さらに、原則

である月45時間を超えることができるのは、年
間6か月までとした。
なお、働き方改革関連法を受けて新たに定めた

指針により、時間外労働及び休日労働は、必要最
小限にとどめられるべきであり、労使の当事者は
このことに留意した上で36協定を締結するよう
努めなければならないとされた。

②年5日の年次有給休暇の確実な取得
労基法第39条に基づく年次有給休暇について

は、長年の間、取得率が5割を下回り、いわゆる
正社員の約16%が年次有給休暇を1日も取得して
いない等の実態がある。
このため、働き方改革関連法で年次有給休暇の

取得促進を目的として、使用者に対し、10日以
上の年次有給休暇が付与される労働者について、
その基準日（採用後6か月経過日及びその後1年
ごとの応当日）から1年以内に5日について、取
得時季を指定して年次有給休暇を与える義務を定
めた。但し、基準日から1年以内に、労働者が自
らの時季指定や、労基法第39条第6項に基づく計
画的付与により5日以上の年次有給休暇を取得し
た場合には、使用者は時季指定をする必要はな
く、また、することもできない。
また、労働基準法施行規則第24条の6では、使

用者は、取得時季を指定する際、時季について当
該労働者の意見を聞く必要があるとともに、労働

図表2：「働き方改革関連法」の概要
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者の意見を尊重するよう努めなければならないと
規定している。

③  同一企業内における不合理な待遇差の解消
（同一労働同一賃金）
パートタイム労働者の賃金水準をフルタイム労

働者の賃金水準と比べると、欧州諸国では約2割
低いのに対して、日本では約4割低くなってお
り、日本のパートタイム労働者とフルタイム労働
者の間には大きな賃金格差が存在する。また、総
務省統計「労働力調査（詳細集計）」の調査結果
によると不本意ながら非正規雇用労働者として働
いている人の割合は、減少傾向となっているもの
の、約1割存在している。非正規雇用労働者に
は、雇用が不安定、賃金が低い等の課題があり、
非正規雇用労働者の雇用の安定や処遇改善を推進
することが必要である。
このため、どのような雇用形態を選択しても納

得して働き続けることができる環境整備に向け、
働き方改革関連法により、パートタイム労働者・
有期雇用労働者・派遣労働者等の非正規雇用者に
ついて、①不合理な待遇差の禁止（均等・均衡待
遇規定の統一的な整備）、②労働者に対する待遇
に関する説明義務の強化、③裁判外紛争解決手続
（行政ADR）の整備、を行った。
さらに、「同一労働同一賃金ガイドライン」（平

成30年12月28日厚生労働省告示第430号）によ
り、待遇差の合理・不合理の考え方を示したとこ
ろである。
例えば、ある手当について、正規雇用労働者の

みに支給され、有期雇用労働者には支給されてい
ない場合、その手当の性質・目的がいかなるもの
かを均衡待遇の判断に際し考慮要素とした上で、
待遇の相違の不合理性を判断することとなる。

（3）女性の活躍促進等に関する法改正
近年、子育て世代の女性の就業率が上昇し、女

性の年齢階級別の労働力率における、いわゆる
「M字カーブ」は緩やかになってきており、管理

的職業従事者に占める女性割合についても上昇傾
向にある。しかしながら、就業を希望する女性が
237万人存在し、管理的職業従事者に占める女性
割合は諸外国と比べて低い水準にある等の課題が
未だに存在する。
また、都道府県労働局における職場の「セクシ

ュアルハラスメントや妊娠出産等に関するハラス
メント」の相談件数は高止まっており（平成30
年度7,639件）、「いじめ・嫌がらせ」の相談件数
は過去最高（平成30年度82,797件）となっている
ことから職場におけるハラスメント防止対策の実
効性の向上は喫緊の課題となっている。
このため、女性をはじめとする多様な労働者が

活躍できる就業環境を整備することを目的とし
て、「女性の職業生活における活躍の推進に関す
る法律等の一部を改正する法律」（令和元年法律
第24号。以下「改正女性活躍推進法」）が国会に
提出され、令和元年5月に可決・成立した。
本改正により、①女性の職業生活における活躍

の推進に関する一般事業主行動計画の策定義務の
対象拡大（一般事業主行動計画の策定・届出義務
及び自社の女性活躍に関する情報公表の義務の対
象が、常時雇用する労働者が301人以上から101
人以上の事業主へ拡大）、②情報公表の強化、③
現行の優良事業主認定（えるぼし認定）よりも水
準の高い特例認定制度（プラチナえるぼし）の創
設、④パワーハラスメント防止のための事業主の
雇用管理上の措置義務等の新設、⑤セクシュアル
ハラスメント等の防止対策の強化等の措置を講ず
ることが規定された。
現在、本改正の施行に向けて、省令や指針等の

内容について、労働政策審議会において議論を行
っている。

（4）障害者雇用促進法の改正
障害者雇用は着実に進展している一方、多様な
特性に対応した職場定着支援や就労環境の整備等
がより一層重要な課題であることから、「働き方改
革実行計画」を踏まえ、平成29年9月から「今後の
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障害者雇用促進制度の在り方に関する研究会」が
開催され、平成30年7月末に報告書がまとめられた。
また、平成30年8月、公務部門において障害者
雇用率制度の対象となる障害者の不適切計上があ
り、法定雇用率が達成していない状態が継続して
いたことが明らかとなった。
こうした経緯を踏まえ、労働政策審議会での議
論を経て、障害者の雇用を一層促進することを目
的として、①障害者の活躍の場の拡大に関する措
置、②国及び地方公共団体における障害者の雇用
状況の的確な把握等に関する措置を内容とする法
案が国会に提出され、令和元年6月に「障害者の
雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法
律」（令和元年法律第36号）が成立・公布される
とともに、公務部門に対する報告徴収等の一部の
規定について同日施行された。
本改正は段階的に施行されることとなり、公務
部門における障害者雇用推進者や障害者職業生活
相談員の選任等の規定について、令和元年9月よ
り施行された。
また、本改正のうち、国及び地方公共団体に対
する障害者活躍推進計画の作成・公表義務や厚生
労働大臣に通報した障害者の任免状況の公表義務
については、令和2年4月に施行予定となってお
り、また、障害者活躍推進計画作成指針につい
て、労働政策審議会において検討し、令和元年末
を目途に告示を予定しているところである。
あわせて、本改正のうち、民間の事業主に対す
る措置としては、①特定短時間労働者（週所定労
働時間が10時間以上20時間未満の者）を雇用す
る事業主に対する「特例給付金」の創設、②優良
な中小事業主（300人以下）に対する認定制度の
創設が規定され、いずれも令和2年4月1日に施行
予定である。

3 おわりに
～働き方改革に取り組む方々への支援～

働き方改革は、単に上述の法改正に対応するの

みならず、企業自らが自身の活力を高め、企業文
化や風土を作り上げていくことでもある。企業が
働き方改革の意義を理解し、前向きに取り組んで
いただけるように、厚生労働省では、47都道府
県に「働き方改革推進支援センター」を設置して
いる。働き方改革推進支援センターでは、長時間
労働の是正、同一労働同一賃金の実現、生産性向
上による賃金引上げ、人手不足の緩和といった企
業が抱える課題に対し、就業規則や賃金制度等の
見直し方について、窓口相談や各種セミナーの開
催、労務管理等の専門家による個別訪問・コンサ
ルティングの実施等を行っている。
さらに、働き方改革の推進にあたっては、地域

の実情に応じた取組を進めることも肝要である。
このため、都道府県、労働局及び労使等の関係者
から構成される会議等（労働施策総合推進法に基
づく協議会や、いわゆる「地方版政労使会議」
等）において、地域の中小企業・小規模事業者の
状況や支援策の共有、地域の課題を踏まえた検討
等を行っている。各地方公共団体の皆様には引き
続き、積極的な議論の参加等ご協力をお願いした
い。
なお、改正法の内容をはじめ、各種支援制度や

パンフレット等の参考資料を以下のとおり厚生労
働省のホームページに掲載し、随時更新している
ので、参考としていただきたい。
今後も引き続き、実行計画に示された改革の方

向性に沿って、更なる取組を検討し、政府一丸と
なって働き方改革を着実に進めていく。

（厚生労働省HP「働き方改革の実現に向けて」）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/0000148322.html
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1 はじめに
長時間労働の是正を始めとする働き方改革は、

官民や国・地方を問わず、我が国の重要な政策課
題となっている。平成29年3月にとりまとめられ
た「働き方改革実行計画」（働き方改革実現会議
決定）において、「仕事と子育てや介護を無理な
く両立させるためには、長時間労働を是正しなけ
ればならない。働く方の健康の確保を図ることを
大前提に、それに加え、マンアワー当たりの生産
性を上げつつ、ワーク・ライフ・バランスを改善
し、女性や高齢者が働きやすい社会に変えてい
く」等の基本的な考え方が示された。これに基づ
き、労働基準法等の改正が行われ、時間外労働の
上限規制が平成31年4月より順次施行されている。

2 地方公共団体における
働き方改革の現状と課題

（1）時間外勤務の状況
総務省では、都道府県、政令市、県庁所在市に

おける平成27年度の時間外勤務の状況を調査し、
その結果を公表している。
時間外勤務の時間数については、本庁・出先機

関を合わせた全体で月平均13.2時間、年平均
158.4時間であり、民間労働者（年平均約154時
間）とほぼ同等、国家公務員（同233時間）より
も少ないという状況であった。
一方で、時間外勤務が多い職員が一定程度存在

していることも把握された。全体で2.8％の職員
が一月当たり60時間を超えており、そのうち1.7

％の職員が60時間超80時間以下、1.1％の職員が
80時間超という状況であった。

（2）働き方改革の課題と取組状況
各地方公共団体が抱える働き方改革の課題と取

組状況を把握するため、総務省では調査研究事業
の一環として、各地方公共団体向けにアンケート
調査を実施した。
まず、働き方の課題については、都道府県・政
令市では「労働時間が長い」と回答した割合が
94.5％に上るほか、「会議や打ち合わせの運営に問
題がある」「無 駄な資料作成が多い」と回答した団
体が多くなっている。一方、市区町村（100人以
下）では「担当者にしかわからない仕事が多い」
の割合が高く、規模によって課題が異なっている。
次に、働き方改革に関する取組のうち、時間外

勤務削減等に関する取組については、「ゆう活」「働
き方に関するマネジメント研修」「管理職の評価へ
の労務管理や働き方改革の視点導入」といった取
組について都道府県・政令市と市区町村とで実施
している割合の差が大きくなっている（図表1）。
続いて、業務効率化に関する取組をみると、

「定例的な業務の点検・見直し」「係を超えた人員
配置・応援体制の構築」「担当者が不在時に他の
人が仕事を代替できる体制づくり」については、
市区町村（100人以下）でも3割以上の団体が取
り組んでいる。一方、「会議運営のルール化」「在
宅勤務の導入」などは、特に市区町村において取
組が進んでいない状況である（図表2）。
また、働き方改革の効果をみると、都道府県・

政令市では8割以上が「有給休暇取得率の向上」

政策解説

地方公共団体における働き方改革の推進について
総務省自治行政局公務員部女性活躍・人材活用推進室
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（出典）総務省「女性地方公務員活躍・働き方改革推進に関する実態調査」（平成30年度）

【図表1】働き方改革について、取組を行っているもの【時間外勤務削減・休暇取得・研修・評価】
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（出典）総務省「女性地方公務員活躍・働き方改革推進に関する実態調査」（平成30年度）

【図表2】働き方改革について、取組を行っているもの【業務効率化】
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「労働時間の削減」を挙げているが、市区町村で
は2 ～ 3割程度にとどまっている。また、「職員
の心身の負担感の軽減」「職場の雰囲気の向上」
といった職員の働きやすさに関する効果や、「業

務の質の向上」について効果があったとする団体
は、都道府県・政令市でも3～ 4割程度となって
いる（図表3）。

（出典）総務省「女性地方公務員活躍・働き方改革推進に関する実態調査」（平成30年度）

（注）「あなたの職場では、働き方改革に関する取組が行われていると思いますか」という設問について、「そう思う」「まあそう思う」と回答した者を「職
場積極群」、「あまりそう思わない」「そう思わない」「どちらともいえない」を「職場非積極群」とした。

【図表4】働き方改革への取組状況別 仕事のやりがい
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（出典）総務省「女性地方公務員活躍・働き方改革推進に関する実態調査」（平成30年度）

【図表3】働き方改革の効果
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（3）働き方改革の取組と職員の意識
総務省では、職場における働き方改革の取組

が、職員の意識にどのような影響を与えるかとい
う観点から、職員向けアンケート調査も実施した。
「所属する職場が働き方改革に積極的に取り組
んでいるかどうか」と、「仕事のやりがい」との
関係をみると、職場が働き方改革に積極的と回答
した層（職場積極群）ほど、仕事のやりがいを感
じているという割合が高くなっている（図表4）。
働き方改革の成果は、「時間外勤務の縮減」や

「休暇取得率の向上」といった目に見える成果に
着目されがちであるが、働き方改革の推進によ
り、職員がやりがいを持って仕事に取り組むこと
ができ、結果として、質の高い行政サービスの提
供に繋がるとも言える。

3 地方公共団体における働き方改革
推進に向けた総務省の取組
平成28年4月に本格施行された「女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律」に基づき、
各地方公共団体では、女性職員の活躍に関する定
量的な目標や取組内容等を定めた「特定事業主行
動計画」を策定し、取組を進めている。
女性職員の活躍を推進していくためには、女性
職員が出産・子育てを行いつつ、キャリアアップを
図り、管理職として活躍できるための「人事管理
面での変革」とともに、男性も育児等の家庭責任
を果たすことができるような「男性職員を含めた働
き方改革」を車の両輪とした取組が不可欠である。
総務省では、地方公共団体における取組を支援

するため、以下の各種施策を行っている。

（1）  女性地方公務員活躍・働き方改革の推進に
関する調査研究事業

女性活躍や働き方改革について調査・分析等の
実績がある民間事業者の専門的知見を得て、地方
公共団体の女性職員活躍及び働き方改革を推進す
るための実践的な取組方策について調査研究を実

施している。

（2）女性地方公務員活躍・働き方改革推進協議会
上記の調査研究事業と連携して、地方公共団体

と総務省の女性職員活躍・働き方改革の担当者
が、各団体の取組事例や課題を共有するととも
に、具体的・実践的な取組方策等について意見交
換及び検討を行う協議会を設置した。
これらの成果物として、女性活躍や働き方改革

に資する具体的・実践的な取組手法をとりまとめ
た「地方公務員における女性活躍・働き方改革推
進のためのガイドブック」を作成した。
働き方改革を進めるためには、時間的制約のあ

る職員がいることを前提として組織内で協力し、
時間外勤務ありきの仕事の進め方を見直すこと、
効率的に仕事を進めるための柔軟な働き方（例え
ば、フレックスタイムやテレワーク）を可能と
し、互いの不在を前提としたカバー体制を構築す
ることなどが必要となる。
本ガイドブックにおいては、業務の効率化や、

カバー体制の構築については先進的な自治体の取
組事例も掲載しながら、取組を進める上でのポイ
ントをまとめているので、参照いただきたい。

4 むすびに
働き方改革のゴールは、単に時間外勤務が少な

くなることや、休暇が取得できるようになること
ではなく、組織体制や地域住民のニーズが変化し
た場合でも、職員自らが協力し合って働き方を効
率化できる組織を構築し、質の高い行政サービス
を提供することにある。
地方公共団体においては、働き方改革は単なる

「福利厚生」ではなく、「経営戦略」であるという
危機感を持ち、業務改善・効率化を図ることで、
多様な職員が活躍できる組織づくりを進めていた
だきたい。
総務省としても、各地方公共団体における働き

方改革の取組を、今後とも支援したい。
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自治体の働き方改革
令和元年度　地域活性化ガイドブック

事例紹介



1 はじめに
北見市は北海道東部に位置する、オホーツク地

域の経済活動の中心都市である。平成18年3月に
北見市、端野町、常呂町、留辺蘂町の1市3町が
合併して誕生した現在の北見市は、オホーツク海
から大雪山系石北峠の頂上まで東西に延びる道路
の距離が約110㎞あり、1,427.41㎢の広大な市域
を有する。
北見市は、オホーツク地域の商工業の中心であ

る北見自治区、農業が発達し、美しい田園風景が
広がる端野自治区、オホーツク海とサロマ湖を漁

場とした日本有数のホタテの産地である常呂自治
区、豊かな自然に囲まれた北海道屈指の「おんね
ゆ温泉郷」のある留辺蘂自治区からなり、それぞ
れの魅力にあふれている。
その中でも常呂自治区（旧常呂町）は、昭和
63年に日本国内初のカーリング専用施設を設置
し、平成30年の平昌オリンピックで銅メダルを
獲得した「LS北見」を輩出するなど、北見市は
「カーリングのまち」としても知られている。
現在は、「ひと・まち・自然きらめくオホーツク

の中核都市―未来を拓く活力創造都市　北見―」
を目指して、移住・定住促進のための子育て支援

生産量日本一を誇るたまねぎ畑

市民は、転居の届け出や住民票などの証明書申請のために、あるいは保険や福祉サービスなどの
手続きや相談のために市役所を訪れる。その際、手続きごとに窓口が異なったり、各窓口で申請書
の記入を求められたりと、手続きが煩雑であるケースが多い。
こうした中、北見市は市民と行政をつなぐ「窓口業務」を徹底的に整理し、ICTを活用して窓口

業務の効率化とワンストップ化を進めている。
本稿では、北見市が窓口業務の「ワンストップサービス推進事業」に取り組むに至った経緯、事

業の進め方についてまとめるとともに、本事業がどのように職員の「働き方改革」につながってい
るかについて紹介する。

窓口業務「ワンストップサービス推進事業」（北海道北見市）
事例紹介

～現場の業務改善が職員の「働き方改革」に！～

北見市の位置
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の諸施策やICTを活用した「ふるさとテレワー
ク」の取組など、持続可能なまちづくりに向けた
施策を展開している。

2 取組のきっかけ
もともと北見市は、多くの自治体と同様に「第

1期北見市総合計画（平成21年3月策定）」におい
て「窓口サービスの向上」を位置づけていた。総
合窓口化やワンストップ窓口の導入に向けた具体
的な動きは、平成22年度から始まっており、職
員提案による「申請書をシステムで作成する仕組
み（「書かない窓口」）」の構築や「窓口担当職員
によるワーキンググループ」の立ち上げといっ
た、職員の取組がスタートとなった。
これは、各窓口で様々な申請書に記入しなけれ
ばならないこと、いくつもの窓口に行かなければ
ならないこと、そもそもどこの窓口に行けば良い
のかわかりにくいことなど、窓口を訪れる市民

が、手続きの手間や不便を感じているという状況
を受けたものである。
一方、窓口業務を担当する職員からみても、申

請書ごとに別々の書き方を説明したり、窓口ごと
に対応したりするという事務の流れは効果的とは
いえず、また、市民に負担をかけているのではな
いかと感じていたという。
これらの取組を経て、平成24年度には窓口業務
を担当する課の課長級職員からなる「庁内会議」と
担当職員からなる「作業部会」という仕組みを作
り、市役所の窓口業務の改善に向けて、業務の現
状把握と整理作業を進めることとしたのである。
その作業の進め方は、作業部会が「できること

から改善」をスローガンに掲げた改善策を庁内会
議に提案・実施し、これを受けて庁内会議が、さ
らなる研究や検討を重ねるというものであった。
こうした積み重ねを経て、平成25年度に「市

民にわかりやすい窓口サービス」と「職員の業務
効率化」を目的とした「北見市ワンストップサー

窓口利用者アンケート（平成23年度実施）より抜粋
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ビス推進計画」をまとめ、全庁的な取組に位置付
けたのである。

3 取組内容とその成果
（1）  徹底的な窓口業務の整理と

「手続きチェックシート」の作成
北見市では、住民異動や戸籍異動などの「ライ

フイベント」の際に必要な手続きや書類、事務の
流れなどを利用者目線で分析・整理した。
例えば、「転入」の手続きを行う場合には、住

民票の異動手続きだけではなく、家族や年齢など
の状況に応じて、健康保険や学校、福祉など様々

な手続きが併せて必要となる。
届出者にとっては、どの手続きが必要で、何を

持参するべきかを自分で調べなければならず、ま
た職員の側からみても、届出者がどのような手続
きが必要なのか把握しにくく、手続き漏れの発生
につながることがあったという。
そこで、一連の手続きをわかりやすく案内する

ために、職員のアイデアで目的別・分野別に手続
きや必要書類などを整理し、「手続きチェックシ
ート」を作成した。
このチェックシートを活用することにより、届

出者は自らが行うべき手続きの種類や手順をもれ
なく知ることができるとともに、職員は分野横断
的な業務の流れを把握し、的確な案内が行えるよ
うになった。
北見市ではこれらの他にも、業務に関する様々

なチェックシートを作成・活用している。こうし
た「事務を整理してツール化する」という手法
は、担当者間の事務手順の標準化につながってお
り、職員の事務処理のスピードアップや労力の省
力化、確認時間の削減などに寄与している。

（2）  「書かない窓口」と受付支援システムの
導入でワンストップ化を推進

北見市は平成23年度から、税務関連（所得課

情報を整理し、分野や条件等から自然な流れで手続きをチェックできる

引越しや死亡など7種類のライフイベントごとに
関連して必要となる手続きを一覧化
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税証明書や納税証明書など）の証明書発行窓口を
一元化してワンストップ化を図るとともに、申請
書を作成するための簡易なシステムを職員が自作
し、「書かない窓口」を試験的に開始した。
この「書かない窓口」とは、職員が申請者の本
人確認をしたのち、手続きの必要事項を聞き取
り、その内容を入力すると住所等の項目が印字さ
れた申請書が出力される、という事務の流れのこ
とである。
北見市では、証明の申請書を1つの様式に統合
していることから、申請者は証明書ごとに異なる
申請書に記入することなく、出力された申請書の
内容を確認し署名することで、申請書を提出する
ことができる。
このような仕組みを「かんたん証明申請」と呼
び、わかりやすくスピーディーな窓口対応の仕組
みを構築したのである。
こうした実績をもとに、平成26年度からは税
務関連の証明書発行業務に加えて、住民票や戸籍
謄抄本などの発行業務についても整理・集約し
て、ワンストップ化を進めた。さらに、これらの
「かんたん証明申請」のノウハウをベースとした、
北見市独自の「窓口支援システム」を地元IT企業

と開発し、平成28年度から導入した。
この「窓口支援システム」は、住民基本台帳を

はじめとする既存の台帳システムと連携している
ことから、例えば、転居の届け出の際には、住民
異動届だけではなく、それに関連して必要となる
様々な手続きを「窓口支援システム」がリストア
ップし、申請書や届出書を作成できるなど、「書
かない窓口」の充実が図られている。
このシステムを運用することで、手続きの簡素

化と窓口業務のワンストップ化が加速された。
ここで注目すべき点は、システムを活用するた

めに業務を整理したのではなく、申請の受付手順
と業務の整理・集約化を図ったうえで、その業務
のアシストに必要なシステムを独自に作成した点
である。

（3）  職員の業務効率を上げるための
執務環境の最適化

北見市では、窓口フロアの動線や受付対応にも
職員の業務効率を上げるために様々な取組を進め
ている。
一つ目として、窓口フロアの入口付近に「受付

番号発券機」と「フロアマネージャー」を設置し

受付支援システムの仕組み
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ている点である。「受付番号発券機」は、窓口フ
ロアにある各課の担当窓口全体を1台でカバー
し、分野・目的ごとのメニューボタンがあり、来
庁者にわかりやすくなっている。また、機械の近
くにはフロアマネージャーがおり、用務を聞き取
って発券補助を行い、担当窓口への円滑な案内を
行っている。
二つ目としては、窓口は分野ごとに分けて設置

するとともに、テーマカラーを設定して、色で見
分けられるようにしている点である。
前述のような取組は、他の自治体でも実施され

ているが、北見市では、こうした工夫を活かし
て、さらなる執務環境の最適化に努めている。
多くの自治体では、来客がない時間帯でも、職

員が窓口に常駐するケースがよく見られるほか、
通りがかった来庁者から他への問い合わせを受け

て仕事が中断してしまい、そのことで事務が滞っ
てしまい、時間外勤務につながってしまうケース
が見られる。
しかし、北見市では、窓口の後方に衝

つい

立
たて

を設置
し、窓口から執務室を見渡せなくしている。
こうしたことが可能となったのは、フロアマネ

ージャーによる来庁者に対する一次対応の集約化
と受付番号発券機の導入によるところが大きいと
いう。
具体的には、北見市では「書かない窓口」を実

施しているため、フロアマネージャーは記載補助
対応をする必要がなく、案内業務に専念できるよ
うになったことと、受付番号発券機から発券され
ると行先の担当課に来客を知らせるブザーが鳴る
仕組みを導入したことによる。
このことは、来庁者を迷わせないだけではな

く、職員は窓口で待機する必要がなくなるととも
に、執務室にいる職員は、窓口の来客の有無を気
にかける必要がなくなり、業務に集中できる環境
づくりにつながっている。

4 今後の展開と展望
（1）RPAの実証実験
北見市では現在、窓口業務のさらなる効率化に

向けて、定型的なパソコンの操作を自動化する
RPA（Robotics Process Automation）の導入に向
けて、実証実験を行っている。
これは、窓口で申請書を受け付けした後、各種

証明書の発行操作や住民異動届の住民基本台帳シ
ステムへの入力処理などの手作業部分を自動化す
るものである。
この実証実験は、「ふるさとテレワーク事業」

で北見市に進出したIT企業との連携協定に基づい
て実施しており、官民双方の技術協力が期待さ
れ、地方都市における取組のモデルとなりうる手
法と言える。
実証実験では、すでに動作が可能な段階まで進

んでおり、効果を積み上げると年間約36,000件の窓口フロア全体

記載台のない窓口フロア
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自動化と約1,188時間相当の削減が見込まれてい
る。RPAの本格導入ができれば、窓口業務のさら
なるスピード化とともに、職員がより高度な事務
に集中できる環境づくりが期待できる。

（2）新庁舎で、さらに窓口業務を集約化
現在、北見市では新庁舎の建設中のため、市内
複数個所に執務室を構えているが、令和2年度に
新庁舎が完成することにより、分散していた執務
室が集約され、市全体の業務効率の向上が期待さ
れる。
また、これまで培ってきたノウハウをもとに、
動線に合わせた窓口フロアのレイアウトや事務の
流れを検討しているほか、これまでの業務に加え
て約20業務についてワンストップ化を進めてい
く予定としており、窓口のさらなる利便性の向上

も期待される。

5 おわりに
北見市の「窓口業務ワンストップサービス推進

事業」は、窓口業務の改善の取組に始まり、そこ
に必要なシステムを組み合わせることによって、
一つずつ市民サービスの向上や職員の事務の効率
化を図っている。
また、職員自らが作成した簡易な受付システムを
ベースとして、本格的に「受付支援システム」を
導入するに至ったことから、P（計画）D（実践）C
（検証）A（改善）が好循環を生み、「さらなる改善、
さらなる実践を」と職員が意識するようになり、モ
チベーションアップにつながっているという。
こうした職員の自発的かつ積極的な「業務改

善」の取組は、単なる事務の効率化にとどまら
ず、効率化によって生じた時間を活用して、職員
自身が仕事の見直しを行い、さらなる効率化を目
指すことにつながってきている。
職員が、「システムに『使われる』のではなく、

システムを便利に『作る・使う』」という意識を
持つことが重要なポイントであるといえよう。
このように、北見市の窓口業務の改善の取組

は、仕事の進め方をより効率化させることによっ
て、職員自身が業務の意味を考え、自らの働き方
を変えていくきっかけとなっている。

新庁舎の窓口イメージ

◆人口：117,215人（平成31年4月末日現在）

◆面積：1,427.41㎢

◆連絡先
 ･ 北海道北見市総務部総務課
TEL：0157-25-1110

｜地域の概要｜北海道北見市
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1 はじめに
郡山市は福島県の中央に位置し、東北地方で第

3位の人口規模を誇る、東北の拠点都市である。
首都圏から東北新幹線で約80分というアクセスの
良さや、鉄道や東北自動車道等の交通インフラが
縦横に整備されており、「人」「モノ」「情報」が集
まる中核市、経済県都として成長を続けている。
平成30年2月には、WHO（世界保健機関）が

推奨する「けがや事故の予防活動」の国際認証を
受けた都市であり、福島県内で初、国内では15
番目の「セーフコミュニティ国際認証都市」とな
っただけでなく、令和元年7月には、自治体が主

導してSDGsの達成に向けた優れた取組を行う都
市として、福島県内で初めて「SDGs未来都市」
に選定される等、将来世代に繋ぐ持続可能なまち
づくりを進めている。

2 取組のきっかけ
新公会計制度により、地方公会計において、発

生主義・複式簿記の導入、固定資産台帳の整備等
の取組が一層促進されることとなった。財務書類
の一つである、行政コスト計算書は、会計期間中
の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかに
することを目的として作成するもので、資産形成

郡山市内 猪苗代湖

「郡山市STANDARD」とは、限られた人材のなか、質の高い公共サービスを提供するために「総
業務量」及び「全庁共通業務の業務割合」を削減することが必要であるという共通認識のもと、効
率的・効果的な業務量の削減手法をまとめたものである。
全庁の業務を可視化し、共通業務を削減することは、各課固有の業務へ注力できる環境を整える

面からも非常に有効な取組である。本稿では、「郡山市STANDARD」策定に至るまでの経緯、内容、
取組実績等について紹介する。

郡山市STANDARDによる業務効率化 （福島県郡山市）

事例紹介

～ワークライフバランスのためにみんなの声をカタチにしました～
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に結びつかない1年間の行政サービスを提供する
に当たって、人件費や物件費、補助金等、どの費
目にどれくらいのコストがかかっているか、ま
た、行政サービス提供の見返りとしての使用料や
手数料といった受益者負担がどの程度あったのか
を示すものである。市では、人件費を可能な限り
正確に把握するため、平成27年度に 全職員（正職
員、再任用職員、嘱託職員、臨時職員）を対象に

業務カイゼン現況調査（業務量調査）を行った。
調査票は職員の負担軽減を図るため、エクセル

の関数機能を活用し簡易に入力できるものとし、
入力の仕方がわからない職員に対しては、担当職
員が職場まで出向いて説明を行った。また、部局
ごとの集計とすることで個人のデータが明らかに
ならないよう、職員の気持ちに配慮しながらのス
タートとなった。

郡山市セーフコミュニティ認証式

セーフコミュニティ活動の様子（郡山駅前での啓発活動）セーフコミュニティ活動の様子（通学時の見守り）
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調査の結果、職員全体の1年間の業務時間593万
5,192時間のうち、83万1,025時間が「全庁共通業
務」に費やされていることがわかった（P37表参
照）。これは、全庁共通業務の業務量が全体業務
量の14.00％を占め、441人相当が専任で従事して
いるのと同じことになる。ここでいう「全庁共通
業務」とは庶務事務に代表される全庁の各所属に
共通する業務で各課固有業務を補完する関係にあ
るものをいう。一方、施策の実施を担う「各課固
有業務」は80.73％を占めており、限られた職員数

でさらに質の高い公共サービスを展開するために
は、全庁共通業務のBPR（Business Process Re-
engineering：業務プロセスの再構築）の実施によ
りその業務量を削減し、各課固有業務の業務割合
を拡大する必要があった。

3 取組内容
【郡山市 STANDARDの策定】
効率的・効果的に全庁共通業務の業務量を削減
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するために、全ての業務においてBPRを実施する
のではなく、業務量が相対的に多い、予算要求、
実施計画策定、行政評価等のPDCA関係業務、歳
出歳入関係業務、文書関係業務、セミナー等関係
業務、庁内会議の5つの業務のうち、3つの業務
について、業務カイゼンに取り組むこととした。
カイゼン内容の決定に当たっては、過去に業務に
携わった経験者による座談会を開催し、出された
意見を尊重しながら合意形成を図った。

【郡山市 STANDARD 対象業務】
1．  文書関係業務（文書収受、文書回覧、文書保
存、庁内照会に対する回答 など）

2．  セミナー等関係業務（階層別研修を除くセミ
ナー、講演会、研修、説明会　など）

3．庁内会議（庁議を除いた庁内の会議）

（1）  文書関係業務（文書収受、文書回覧、文書
保存、庁内照会に対する回答 など）

◎ 6つの約束（手法）

・照会の必要性を検討する
・  わかりにくい照会等になっていないかを確
認する

・  文書を発送する際は、主管課を経由させな
いようにする

・  文書を発送する際は、アウトラインにより
簡潔に伝える

・該当がなければ回答を要さない
・添書をつけずに回答する

文書業務のカイゼンにあたり目指すべき姿に向
けた6つの約束（手法）を示した。このことによ
り、まずは照会文書の基本に立ち返り、必要性を
検討した上で、求める回答も最小限にするよう全
職員に意識させた。送り手と受け手それぞれが配
慮することで、全体業務の削減につながるからで
ある。
また、庁内施行の際のメール本文やシステム発

送についてはアウトライン（概要）を活用するよ
う統一した。これは添書と本文に情報が重複し、
非効率である上、期限等の重要な情報の見落とし
の原因となっていたからである。伝えたいこと
は、メール本文ではなく添書で伝えることとし、
情報の優劣を明らかにし、「相手が最も知りたい
情報は何か」「自分が最も伝えたい情報は何か」
の視点で要点を絞り、全体を簡潔にし、分かりや
すく伝えるよう職員が配慮することとした。現在
は、このとおりの運用が浸透している。

（アウトラインの様式及び記載例）

〇種　　　別：照会（行マネ→全所属）
〇期　　　限：平成28年11月22日
〇取りまとめ：必要

（2）  セミナー等関係業務（階層別研修を除くセ
ミナー、講演会、研修、説明会　など）

◎ 4つの約束（手法）

・  開催の必要性の低いセミナー等は実施しな
いようにする

・安易な動員は行わないようにする
・動員の理由・対象者を明確化する
・出席者名簿を作らないようにする

セミナー等関係業務カイゼンにあたり、目指す
べき姿に向けた4つの約束（手法）を示した。
セミナー等開催直後に行うアンケートは“理解

度”を検証するものであり、期間を置いた事後検
証は研修内容の“習得度”を検証するものである。
成果を検証していない、または成果が生じていな
いセミナー等や開催すること自体が目的となって
いるセミナー等を精査し、必要性を判断した。
また、部局割当による動員、市民対象セミナー

等への市職員の動員、対象者が明確になっていな
いセミナー等への動員など、安易な動員が多くの
職員の負担になっていることが判明した。動員の
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有無に関わらず、セミナーへの参加率は変わらな
いといった調査結果も得られ、業務への活用につ
ながりにくいことも判明した。安易な動員は避
け、真に必要な参加者を募るために、市民や近隣
市町村へ周知を図り、市職員を動員していたセミ
ナー等に積極的に市民や他自治体の職員の参加を
促す工夫をすることとした。
また、やむを得ず動員が必要な場合には、動員

の理由、対象者を明確化することとした。安易に
市職員を動員することは、各課固有業務を実施
（施策を推進）する上での弊害にもつながるから
である。

（3）庁内会議（庁議を除いた庁内の会議）

◎ 7つの約束（手法）

・  会議は必要に応じて文書開催や庁議を活用
する
・真に必要な関係者だけを招集する
・1週間前には資料を事前配布する
・次第には開催目的や行動計画等を記載する
・冒頭挨拶を廃止する
・事務局説明を極力行わない
・  質問と回答を繰り返し、意見が出やすい会
議を目指す

庁内会議関係業務カイゼンにあたり目指すべき
姿に向けた7つの約束（手法）を示した。
市では必要以上に多数の参加を求めることや、

長時間に及ぶ会議、開催することが目的化してい
る会議等の「非効率な会議運営」により業務量が
増大していると認識していた。
開催内容により、手法を工夫し、文書開催を実

施する際は、意見を聴取するための質問票及び意
見書等の回答書式を配布するなど参加者に対し配
慮することとした。
また、効率的・効果的な会議運営を図るため、

30分会議を目指すこととした。そのためにも、
参加者が会議開催前に資料を読み、理解したうえ

で臨めるよう、事務局は会議開催の1週間前まで
の資料の事前配布を徹底し、会議冒頭から質問や
議論を実施できるようにした。次第についても、
名称、日時、場所の他、開催目的や行動計画等を
記載する「アジェンダ」とし、メモ用紙化してい
た次第が、会議終了後コメントを入れることで、
簡易な会議録となった。
また、冒頭挨拶や事務局説明を極力廃止するこ

とで、議題に直接入ることが可能になった。質疑
応答が繰り返される環境が整ったことにより、会
議が形骸化しにくくなり、参集会議開催の意義が
明確化するとともに、迅速に会議を終了すること
ができるようになった。
その他、会議録の作成にも着目して「開催目

的」と「成果」を冒頭に記載し、どんな会議であ
ったかを把握することができるよう職員一人一人
が心掛けること、また、環境面では会議時間短縮
をはかるためにスタンドミーティングを実施する
こと、費用削減からタブレット等を活用し、ペー
パーレス化を推進することなど、より効率的で効
果的な会議を目指すことも今後の取組として明記
している。

4 課題と今後の展望について
平成27年度からの総業務量の経年比較及び業

務区分毎の比較増減については以下のとおりであ
る。「郡山市STANDARD」の策定、実施により、
平成28年度と平成29年度を比較すると85,659時間
の総業務量が削減でき、1人あたり平均0.8時間の
超過勤務時間数の削減へとつながった。平成30
年度については放課後児童クラブの支援員の臨時
職員化という特殊事情もあり業務量は増加した
が、確実に総業務量の削減結果が出ているため、
引き続き「郡山市STANDARD」を徹底し、より
一層の施策の効率化を図る必要がある。
また、市では東京都町田市主催の「自治体間ベ

ンチマーキング」にも参加している。町田市の
「自治体間ベンチマーキング」は平成27年度から
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始まった。自治体間で業務プロセスやパフォーマ
ンス、コストなどを比較・分析し差異を可視化
し、その上で、参加自治体の担当職員同士による
意見交換を行って自治体間で共通化できるベスト
プラクティスを検討し、各自治体の業務改善・改
革につなげる取組である。
今後、市では「郡山市STANDARD」と「自治
体間ベンチマーキング」を有効に活用し、真に必

要な業務に従事することで効率化を図り、市民サ
ービスの維持・向上につなげていきたいと考えて
いる。このような取組が自治体間で共有され、国
の進める働き方改革の一助となり、職員が定例業
務に忙殺されることなく、新たな施策立案業務等
への十分な時間確保につながることを期待してい
る。

総業務量経年比較表

業務区分毎の比較増減表

◆人口：332,151人（令和元年5月1日現在）

◆面積：757.20㎢

◆連絡先
 ･ 福島県郡山市 総務部 行政マネジメント課
TEL：024-924-3431

｜地域の概要｜福島県郡山市
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1 はじめに
つくば市は、茨城県の南西部に位置し、北は関

東の名峰筑波山、東は霞ケ浦と豊かな自然環境に
恵まれている。筑波山と霞ケ浦は水郷筑波国定公
園に指定されており、また、2016年には、つく
ば市を含む茨城県中南部が「筑波山地域ジオパー
ク」に認定され、自然と地質環境を活かした活動
が行われている。都心からのアクセスもよく、
2005年に開業した首都圏新都市鉄道つくばエク
スプレスにより都心から最短45分で結ばれ、市
内にある4つの駅を中心とした沿線開発も進んだ
ことから、人口は年々増加している。
1960年代から「筑波研究学園都市」として農

村からの開発が進み、1985年には「科学万博－
つくば’85」が開催された。この万博を契機に最
先端の技術を持つ研究開発型企業が市内に進出
し、「サイエンスシティつくば」として国内外に
知れ渡るようになった。市内には筑波大学、筑波
学院大学、筑波技術大学があり、国や企業の研究
所も多く存在することから、大学生や国内外の研
究者、海外からの留学生も数多く住んでいる。国
内最大の学術都市として、科学の街ならではの知
的な環境と豊かな自然が調和したまちづくりが進
められている。

2 取組のきっかけ
つくば市は、少子高齢化や格差の拡大など国内

外で抱えている様々な課題の解決に取り組み、そ
の成果を住民と共有することで、「つくば市を見
れば明日の課題解決が分かる」を目指して、「世
界の明日が見えるまち」をビジョンとして掲げて
いる。ビジョンの実現に向けた先駆的な取組の一
つに「つくば公共サービス共創事業（通称：つく
ばイノベーションスイッチ、（以下「スイッチ」
という。）」がある。
スイッチは民間企業等で導入が進んでいるIoT

やAIといった先端ICT技術を使って、公共サービ
ス分野の仕事がより効率的、効果的になることを
目指して民間事業者とつくば市が共同研究を実施
し、その実績から市民サービスの向上と行政課題
を解決し、新しい製品やサービスの創出に結びつ
けるため実施する事業である。つくば市は、平成
29年7月に、同市顧問を務める筑波大学大学院教
授川島宏一氏より公共サービス分野におけるRPA
の採用について紹介を受け、全国で初めての取組
をつくば市で実施してみようという機運が生ま
れ、スイッチの事業としてRPAを活用した膨大な
業務プロセスを自動化する取組がスタートした。

茨城県つくば市では、定型的で膨大な業務プロセスを対象に、「作業時間の短縮化」と「ミスの
少ない正確で的確な処理」の実現を目的にRPA（Robotic Process Automation：ロボット技術を採
用した業務プロセスの自動化）を活用した業務の効率化を目指して官民共同研究を進めた。本稿で
はつくば市役所の働き方改革として、RPA導入へ至った経緯、取組内容、導入後の取組の効果を紹
介する。

RPAによる業務の自動化 （茨城県つくば市）

事例紹介

～世界の明日が見えるまちの働き方改革～
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3 取組内容
（1）実証対象の選定
事業を所管するつくば市政策イノベーション部
情報政策課（以下「情報政策課」という。）は、
まず初めに、RPAの実証対象とする業務を選定す
るに当たり、担当業務における問題点や課題を現
場の職員からの「生の声」を拾うことが効果的な
方法であると考え、全庁職員を対象に膨大な業務
量により時間がかかる業務について調査を実施し
た。
調査の結果から、業務を類型化して集計したと
ころ、「入力・登録作業」や「確認・照合作業」
の項目においてRPAを導入すると一定の効果が期
待できるとの結果になった。
次に、上位に挙がった項目について、詳細な業
務内容を明確にするための追加調査を実施した。
具体的な業務内容や取り扱う情報・データ、業務
量や必要なスキル等を個別に調査し、RPAを導入
するのに適合するかどうかについて絞り込みを行
った。その結果、市民窓口課が所管する業務のひ

とつである「異動届受理通知業務」が実証対象と
して最も適合していることが分かった
市民窓口課の業務では、3月から4月にかけて

は筑波大学の学生や研究機関の研究員の転入転出
が多いことに加え、市内には外国人留学生や外国
人研究員も多いため、7月から8月がパスポート
申請、9月には外国人住民手続きが増加する。そ
のため、繁忙期が年間で複数存在している。全庁
で職員数が減少しているにも関わらず、つくば市
の人口が増加するに伴い、職員の業務量も増加す
ることで、職員一人当たりの超過勤務時間が増え
ることが懸念事項になっていた。
超過勤務削減対策としては、一般的には月間時

間外労働時間の上限を規制する対策が挙げられる
が、職員数も増やせず、業務量も減らすこともで
きない中で、無理に時間外労働時間を削ってしま
うとチェック作業などの目に見えない重要な業務
まで削ることになり、業務の質が下がることにな
ってしまう。そこでRPAの導入によって、業務量
を「削減」するのではなく、「圧縮」することで
対応することとした。

つくば公共サービス共創事業（通称：つくばイノベーションスイッチ）
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上記の市民窓口課所管業務以外にも、今後の
RPA全庁導入や全国の自治体でのRPA導入モデル
ケースとなることを見据えて汎用性の高い業務を
候補として、また、他の自治体で導入する際の参
考となり得るよう業務の選定を行い、その結果
「市民税課の住民税・法人市民税業務」「財政課の
財政関連業務」「ワークライフバランス推進室の
勤怠関連業務」の4課室20業務を「実証対象業
務」とした。
実証対象業務の選定後、平成29年9月にスイッ

チの実施要項が策定され、第1回の公募要件とし
て「RPAを活用した定型的で膨大な業務プロセ
ス」を対象テーマとした。同年11月のヒアリング
ならびにプレゼンテーションを経て、同年12月に
株式会社NTTデータ、株式会社クニエ、日本電
子計算株式会社で組織されるNTTデータグルー
プを共同研究者として選定し、契約を締結した。
この共同研究の目的は、単なる業務の削減では

なく、定型作業の負荷軽減と効率化を行い、削減
できた分の時間を市民からの相談や窓口業務等に
割り当てることにより、市民サービスが向上する
ことにある。行政における「働き方改革」の実現

を念頭におき、RPAを活用した業務プロセスの見
直し、生産性の向上、職員の新たな役割分担とい
った業務に必要な環境整備のほか、具体的な指標
を設定して、RPA導入による職員の労働時間の削
減効果を算出する。
共同研究の実施に当たっては、情報政策課職員

と実証対象業務に選ばれた担当職員を対象にRPA
に関する説明やRPAソフトウェアを導入したパソ
コンを使って研修を行った。研修は、実際にRPA
を使って通常業務にどのように活用できるかにつ
いてのイメージが職員に具体的に湧くことを目的
として行われた。
情報政策課では、研修に加え、現場の担当職員

が納得してRPAを受け入れられることを目指して
周知活動も行った。また、実際にRPAを使った実
演を市民窓口課でしたことで、「導入したらいい
よね」という声が上がり、導入へとつながった。
PRAを採用することで本当に業務改善できる

のかという声が複数の職員から上がったが、「業
務全体を100%RPA化する必要はなく、その中の
30 ～ 50%でもRPA化できれば業務改善すること
を実感してもらえるようにした」ことも導入する

全庁調査の結果
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ポイントになった。
まず、選定した20業務を、業務内容や担当職
員からのヒアリング等に基づいて、各業務プロセ

スについて作業単位ごとに分解することによって
可視化した。次に、プロセスの中でRPAが適用で
きる範囲を定め、新たな業務プロセスとシナリオ
を作成した。最後に、業務に係る処理時間の計測
を実際に行い、現状での業務処理とRPAを導入し
た場合の業務処理を比較し、年間の合計処理時間
に換算して、業務削減時間を試算した。

（2）市民窓口課における実証内容
ここでは、市民窓口課における「異動届受理通

知業務」を挙げる。これは、転入や転出による住
所変更の手続きにおいて、本人確認書類が不足し
ている届出者に対して、本人の意思による異動届

実技研修会の様子

異動届受理通知業務（RPA導入後）

異動届受理通知業務の流れ（現状）
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であるかを確認するために変更前の住所地に「受
理通知」を送付する業務である。
現状の業務順序は以下の通りである。
①窓口で住所異動届を受理する。
②届出者の情報を基幹系システムで検索し、氏
名と住所を探し出す。
③検索で対象者の該当情報があれば結果をコピ
ーする。
④ファイルサーバー上で編集する発送簿に転記
し、発送簿を作成する。
⑤作成後、発送簿と住民異動届との照合作業を
行い、誤りがないか確認する。
⑥問題がなければ決裁を経て、受理についての
通知文を発送する。
本業務は一人あたり年間約85時間の処理時間

を要する業務で、特に住民異動届の件数が多くな
る3月中旬から4月中旬の繁忙期は大量の処理件
数が発生することから、日中の窓口業務が多忙と
なり、本業務が通常業務時間内で終了せず、時間
外勤務時間で対応しなければならなくなってい
る。
「異動届受理通知業務」の業務プロセスを明確
にしたところ、データとして宛名番号一覧表を事
前に準備して、「②対象者検索、③該当情報のコ
ピー、④コピーしたデータを転記した発送簿の作
成まで」について、RPAを活用して業務を自動化
することとした。その結果、一人あたり年間85
時間だった業務時間が14時間10分にまで圧縮さ

れ、圧縮率は83.3％となった。
RPAを導入する効果として、業務時間が圧縮さ

れる他にも、業務プロセスを可視化して検討する
ことで、職員自身が業務プロセスにおける課題や
非効率な部分を発見して見直すきっかけにするこ
とができた。また、削減してできた時間は、今
後、職員がより丁寧な窓口対応や業務改善などの
取組に当てることができる。RPAはICTを活用し
た職員の働き方改革の大きな柱となるため、「真
の働き方改革にRPAは不可欠」になると、つくば
市では考えている。
また、本共同研究における実績報告書は、すべ

てつくば市のホームページ（https://www.city.
tsukuba.lg.jp/jigyosha/oshirase/1003854.html） で
公開している。同実績報告書は、RPA導入を検討
している自治体の予算確保のための説明資料とし
て使えるようになっている。

4 課題と今後の展望
実際にRPAを活用した職員の意見として「業務

の効率が向上した」「業務のスピードが速くなっ
た」「手間が減った」という評価する声が挙がる
一方で、「手書きの申請書を高精度でデータ化す
るためには、従来の情報を電子化することが必
要」「エラーが起きても対応できるよう、担当課
内の職員を育成する必要がある」等といった課題
を指摘する声も挙がった。

現状とRPA導入後の計測結果 RPAソリューションソフトの一つ「Winactor」

令和元年度 地域活性化ガイドブック 令和元年度 地域活性化ガイドブック42 43

令和元年度 地域活性化ガイドブック 自治体の働き方改革



RPAはペーパーレスの業務であるため、手書き
の書類が今なお多い中、いかに効率よく従来の情
報をデータ化していくかが課題である。データ化
するに当たり、外部に委託するか、職員が直接デ
ータ化するかについて検討を重ねたものの、外部
に委託すれば経費がかかり、職員による直接デー
タ化についても、業務の中でシステムに入力した
方が早く処理が済むということになった。そこ
で、次に検討されたのが手書き文字の認識率が
90%を超えているAI-OCRの導入である。AI-OCR
だと、手書き文字についても概ね識字されること
から、職員としても一部のデータだけを修正すれ
ば良く、令和元年6月に導入が承認された。
また、職員による内製のデメリットとして、
RPAを扱える職員の人事異動が課題となる。その
対策として各課単位の個別講習会を実施し、異動
に耐えられる人数を目標に人材育成を行うこと
で、課室からRPAが使える職員がいなくなること
を防ぎ、使える職員の人数を増やすことで、人事
異動によるRPAの拡散が期待できる。
RPAを活用できる業務や事業分野についての他

の自治体との情報共有も課題となっている。RPAを
使った業務改善に取り組んでいる自治体担当者が
来訪した際には、つくば市の事例を提供するとと
もに相手方からも情報提供してもらっており、共
同で業務改善を進めていければよいと考えている。
今後の展望として、市役所内でRPAが導入でき

る業務については、全て導入していく必要がある
と考えている。働き方改革の中で、平成31年4月
から、「労働基準法」により時間外労働時間の上
限が月間45時間、年間360時間以内に厳格化され
たが、時間外労働時間を抑制する方法として、
RPA導入は非常に効果的な手法であると期待され
ている。また、今回の共同研究で対象にならなか
った業務への導入も検討されており、AI-OCRと
組み合わせて活用することで対応可能な業務の幅
が広がることも期待されている。
つくば市としては、市民のニーズが多様化、複

雑化していく中で業務量が増えてきている状況に
あることから、職員のワークライフバランスの面
において仕事と生活を両立させることが重要だと
考えている。そうすることで、職員一人一人が力
を十分に発揮し、やりがいを持って仕事に取り組
めるようになり、より良い市民サービスの提供に
もつながると考えている。

引用元：「つくば公共サービス共創事業 ～つくばイノベ
ーションスイッチ～ RPAを活用した定型的で膨大な業務
プロセスの自動化共同研究実績報告書　2018年（平成30
年）5月つくば市NTTデータグループ
（株式会社NTTデータ、株式会社クニエ、日本電子計算
株式会社）」

図・グラフについてはcopyright©2018 City of Tsukuba,
NTT DATA Corporation,Japan Information Processing 
Co.,Ltd.,QUNIE CORPORA TION

◆人口：239,397人（令和元年5月1日現在）

◆面積：283.72㎢

◆連絡先
 ･ 茨城県つくば市役所総務部ワークライフバランス推進課
TEL：029-883-1111（代表）
MAIL：gen037@city.tsukuba.lg.jp

｜地域の概要｜茨城県つくば市
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1 はじめに
綾瀬市は神奈川県のほぼ中央に位置し、都心か

ら約40kmで、東西4.2km、南北7.6kmと南北に長
く、面積は22.14㎢である。西に大山・丹沢連峰
を望み、遠く富士山を仰ぐことができる。また、

市北東部には、在日米海軍と海上自衛隊が共同使
用する厚木基地が存在しており、行政面積の約
18％弱を占める。
明治22年（1889年）には市制・町村制が施行
され、8か村が合併し「綾瀬村」が誕生した。昭
和16年（1941年）には市北東部に相模野海軍航

綾瀬市では、多様な国・地域出身の外国人市民が増加しており、窓口対応における“言葉の壁”に
直面していた。そのため、“言葉の壁”を低減した円滑な窓口対応の実現に向けて、「多言語音声翻
訳システム」を導入した。これは、AI・ICT技術を活用した外国人市民への支援のみならず、窓口
担当職員の円滑な業務遂行と負担軽減にもつながる取組である。
本稿では、綾瀬市が多言語音声翻訳システムの導入に至った経緯、取組内容、実績等を働き方改

革の一環として紹介する。

国際化の進展に伴う
多言語音声翻訳システムを活用した多言語対応

（神奈川県綾瀬市）

事例紹介

～「円滑な窓口対応」と「職員の負担軽減」への挑戦～

綾瀬市役所からの眺望
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空隊等が設置され、厚木基地ができた。昭和20
年（1945年）4月1日、軍施設設置による人口増
を背景に町制が施行され、「綾瀬町」となった。
終戦に伴い、連合国軍司令官マッカーサー元帥が
厚木基地に降り立ち、日本における占領政策の第
一歩が厚木基地から始まった。昭和46年（1971
年）、「米海軍厚木航空施設」と「海上自衛隊厚木
航空基地」がおかれ、現在の使用形態である、日
米共同使用基地となった。
昭和40年（1965年）以降、人口が著しく増加
し、市の北部・西部は主に住宅が立地、東部・西
部は工業団地が形成された。昭和53年（1978年）
11月1日には市制が施行され、神奈川県で最も新
しい市として「綾瀬市」がスタートした。
現在、綾瀬市の産業は、農業では「菜速　あや
せコーン」のブランド化が行われ、工業では、自
動車部品関係の企業が多く、工業集積は政令市を
除くと県内第1位である。企業の大半は中小企業
であり、中小企業ならではの小回りの効く対応力
と技術力を強みに「ものづくりのまち」を展開し
ている。また、観光客を呼び込むために映画等の
ロケ誘致にも取り組んでいる。

2 取組のきっかけ
綾瀬市における外国籍比率は、国及び神奈川県

と比較すると高い。市によると平成31年（2019

年）1月1日時点で、国内全体の外国籍比率が
2.11%、神奈川県が2.32%であるのに対し、綾瀬
市では4.31%と高い比率となっている。綾瀬市の
外国籍比率が高い理由には、次のような背景が挙
げられる。
昭和55年（1980年）に隣接する大和市でイン

ドシナ難民の受け入れが開始され、自動車部品関
係の大規模な工業集積を持つ綾瀬市にも、労働者
として多くのインドシナ難民が定住した。その
後、平成2年（1990年）の出入国管理及び難民認
定法の改正や、平成5年（1993年）の技能実習制
度導入により、さらに綾瀬市の外国人市民数は増
加し、令和元年10月1日時点も過去最高の記録更
新が続いている。
綾瀬市の外国人市民を出身国別にみると、1位

ベトナム（22.3%）、2位ブラジル（15.5%）、3位
スリランカ（11.6%）となっている（平成31年
（2019年）1月1日現在）。国及び神奈川県では、1
位、2位を中国、韓国が占めるが、綾瀬市は非漢
字圏の国籍を有する者が多く、特定の国・地域へ
の偏りも少ないことが特徴であるといえる。
このような状況から、市の窓口では、多言語に

よる意思疎通を図る必要が生じている。
従来の市の多言語対応は、主に次の5通りであ

った。
ア　  来庁した外国人市民に日本語で会話のでき
る友人等がいれば、その場で電話をしても

ものづくりのまち 特産「菜速 あやせコーン」
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出身の国・地域別比率の比較

綾瀬市における外国人市民数の推移
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らい三者通話を行う。
イ　  市の専門通訳員（ベトナム語、ポルトガル
語、スペイン語。各言語とも月1回のみ）
を予約し、改めて来庁してもらう。

ウ　  他の公的支援機関等の通訳支援窓口に、電
話による三者通話を依頼する。

エ　  来庁要件について多言語で紹介する動画、
アプリケーション、チラシ（あやせトゥデ
イ）等を活用し、説明する。

オ　  ジェスチャーやイラスト等で意思疎通に努
める。

これらの方法では、年々増加する様々な言語を
話す外国人市民に、迅速且つ正確に対応するには
十分とはいえなかった。そのため、市ではAI・
ICT技術による多言語音声翻訳システムを導入す
ることとした。

3 取組内容
（1）多言語音声翻訳システム
総務省では、現在「グローバルコミュニケーシ
ョン計画」を推進している。これは、国立研究開
発法人情報通信研究機構（以下「NICT」とい
う。）が中心となり、「言葉の壁」を無くすため、
産官学の力を集結し、多言語音声翻訳技術の精度
を高め、社会実装を目指すものである。本計画の

一環で「自治体向け音声翻訳システムに関する研
究開発」（2015年度から2019年度まで）が進めら
れ、凸版印刷株式会社（以下「凸版印刷」とい
う。）が株式会社フィートと共同で受託し、自治
体窓口業務に対応した国内で初めての多言語音声
翻訳システムを開発した。　
凸版印刷は開発した本システムの実装に向け

て、自治体現場での実用性を確認し、改善を図る
ための実証利用を行うこととした。同時期に、綾
瀬市が増加する外国人市民に対応するための翻訳
システムの導入をNICTに相談したところ、凸版
印刷の実証利用を推薦されたため、綾瀬市は平成
29年（2017年）11月に凸版印刷と実証利用に係
る覚書を締結し、全国で初となる本システムの実
証利用を開始した。運用にあたっては、本システ
ムの専用アプリケーションをインストールしたタ
ブレット端末を、外国人市民の対応が多い「総合
案内」、「子育て支援」、「学校教育」、「健康づくり
（母子保健・医療）」、「福祉総務」、「納税」等の部
署窓口に配備した。
本システムの基本的な使用手順は次の通りであ

る。
ア　  職員が来庁した外国人市民と日本語での意
思疎通が難しいと判断した場合、主に次の
2通りの方法でその使用言語を判断する。

　・職員が相手の話す言語から判断
　・  本システムの言語選択画面（各言語で表
記）を相手が選択

イ　  多言語音声翻訳システムで、言語を選択す
る。

ウ　  職員が「今日はどのような用件ですか？」
と音声もしくはテキスト入力によって尋ね
る。

エ　  上記質問内容が、選択言語で音声及びテキ
ストで表示される。また、誤訳防止のため、
日本語に再翻訳した内容も表示される。

オ　  来庁者が音声もしくはテキスト入力によっ
て返答する。

カ　ウからオの手順を繰り返す。

あやせトゥデイ（9言語の外国人市民向け生活情報紙）
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（2）多言語音声翻訳システムの運用に係る費用
本システムの運用に係る費用は、次の通りであ

る。
ア　  実証利用時 
（平成29年（2017年）～平成30年（2018年））
タブレット7台　307,368円
タブレット保護ケース7枚　27,972円
データ通信費（SIM 2回線）　26,736円
（他の5台は公共Wi-Fiを使用）

イ　  本システム正式導入時（2019年度～）
本システム初期費用　108,000円
本システム利用料2台分　129,600円/年
（同時接続は2台まで）
データ通信費（SIM 2回線）　25,890円/年
（他の5台は公共Wi-Fiを使用）

（3）多言語音声翻訳システム使用における効果
本システム導入により、「担当課へスムーズな

案内ができるようになった」「言語が通じないこ
とによる、対応不能の事態がなくなった」「職員
の外国人対応への不安が軽減された」「日本語が
通じない外国人対応に要する時間が削減された」

等の効果が現れた。
また、本システムを利用した12部署にアンケ

ート調査を行ったところ、「役に立っている」が
25%、「多少は役に立っている」が33%と、合わ
せて約6割が本システムについてプラスの評価を
している。また、「今後も利用を希望するか」と
の質問には、「自課又は同一フロアへの配備を希
望する」が75%、「必要なときに他課から借用で
きればよい」との回答が25%となっており、すべ
ての部署が利用の継続を希望している。
一方で、本システムの利用頻度は「2～ 3か月

自治体向け音声翻訳システム　タブレット表示画面（実証利用段階）

自治体向け音声翻訳システム使用の様子
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に1回」が42%と最も多く、次いで「月に1回以
上」が25%、「半年に1回程度」が25%であった。
その要因としては、綾瀬市は永住者や定住者とい
った、日本で長く生活している外国人市民が約7
割と全国水準よりも多く、ある程度日本語を話す
ことができたり、日本語を話せる友人等とともに
来庁したりすることが挙げられるという。また、
本システムを使いこなすためには、短い文章で主
語を明確にする工夫が必要なことや、現時点では
言語によって翻訳精度が不十分であること等も、
利用頻度が低いことの理由と考えられている。

4 課題と今後の展望
多言語音声翻訳システム活用にあたっての課題

は、次の2点が挙げられる。
1つ目は、より多くの言語の翻訳精度を向上さ
せることである。AI技術（ニューラル機械翻訳）
が搭載されている言語は高い翻訳精度を有する
が、一部言語については、本機能は搭載されてい
ない。そのため、「何がしたいのか」「何に困って
いるのか」等、日常会話程度であれば翻訳できる
ものの、複雑な会話等は正しく翻訳できないこと
も多いという。このことから、様々な母国語を持
つ外国人市民への対応力を高めるために、AI技
術の搭載言語や行政専門用語を更に増やすといっ
たシステム自体の性能向上が課題である。

2つ目は、音声翻訳システムを利用する職員へ
のフォローアップである。本システムで正確な翻
訳を行うためには、「短文で話すこと」や「主語
を明確にすること」等、使い方に工夫が必要であ
る。そのため綾瀬市では、本システムの使い方に
ついて、これまで2回ほど職員研修を実施してい
るが、使い方を習得し、窓口での実用に繋げてい
くためには、継続的な研修等の実施が必要である
と思われる。
このように、「多言語音声翻訳システム」と「そ
れを利用する職員」双方へのアプローチが、今後
の円滑な多言語対応には必要であるといえよう。

5 おわりに
綾瀬市においては、日本語での意思疎通が困難

な外国人市民に対し、多言語翻訳システムを活用
し、その支援に繋げている。
一方で、本取組は窓口で対応する職員の働きや

すさの改善も実現しており、多言語対応による不
安の解消や、窓口対応時間の縮減といった効果に
繋がっている。
今後、多言語音声翻訳システムの翻訳精度向上

と、それを利用する職員へのフォローアップによ
って、外国人市民への充実した行政支援とともに、
更に働きやすい職場環境の実現が期待される。

◆人口：84,423人（令和元年5月1日現在）

◆面積：22.14㎢

◆連絡先
 ･ 神奈川県綾瀬市経営企画部企画課
TEL：0467-70-5657

｜地域の概要｜神奈川県綾瀬市

令和元年度 地域活性化ガイドブック 令和元年度 地域活性化ガイドブック48 49

事例紹介国際化の進展に伴う多言語音声翻訳システムを活用した多言語対応 



1 はじめに
由良川流域の福知山盆地にひらける福知山市

は、京都市から60km、大阪市から70kmの距離に
あり、国道9号や舞鶴若狭自動車道、JR山陰本線、
JR福知山線、京都丹後鉄道宮福線等が通る北近
畿の交通の要衝である。
歴史的には、縄文時代から人々が住んでいたこ

とが遺跡等から明らかになっており、古墳時代の
出土品により、当時から交通・文化等の面で重要
な役割を果たしていたと考えられている。天正7
（1579）年には、織田信長の命で丹波を平定した
明智光秀が砦跡を利用して福知山城を築いた。以
来、福知山は城下町として栄え、明治末期までに

大阪、京都へとそれぞれ鉄道が開通し、商都とし
て発展してきた。そして、昭和12年4月に京都府
で2番目の市として誕生した。それ以後、数度の
合併を繰り返し、市域を広げてきた。最近では平
成18年1月1日に、福知山市・三和町・夜久野町・
大江町の1市3町が合併し、新しい「福知山市」
がスタートした。
現在は、地域医療の拠点である福知山市民病院

の新病院全面完成（平成19年6月）や福知山駅の
全線高架開業（平成21年2月）による福知山駅周
辺整備事業等により都市基盤の充実を図るととも
に、恵まれた自然環境を生かしながら「多様性あ
ふれる高次機能都市」の実現をめざして、北近畿
の中核都市としてのまちづくりを進めている。

福知山城 明智光秀が祀られている御霊神社

福知山市は、市職員が地域に出かけ、市民と連携してまちづくりを行う姿をスタンダードにする
ため、公務員が許容される副業のうち地域活動等に該当する副業を「パラレルキャリア」と位置づ
け、積極的に応援することとした。
本稿では、福知山市がパラレルキャリアの推進に取り組むに至った経緯、制度内容、取組実績等

について紹介する。

「パラレルキャリア」の推進 （京都府福知山市）

事例紹介

～市職員の地域活動や社会貢献活動等が活発になる環境整備～
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2 取組のきっかけ
福知山市では、平成30年4月1日に「福知山市

自治基本条例」を施行した。同条例の目的は、福
知山市における市民の権利を明らかにするととも
に、市民及び市のそれぞれの役割と責任を明確に
し、共に考え協力・行動し、市民の福祉を向上
し、豊かな地域社会の実現を図ることにある。
この目的を達成するため、市職員の役割及び責
務を同条例第10条で次のとおり規定している。

（職員の役割及び責務）

第10条　職員は、市民に対する奉仕者として、執
行機関の運営を円滑にするため、公正、誠実かつ
効率的に職務を遂行しなければならない。

2　職員は、自らも地域社会の一員であることを
認識し、市民と連携して、まちづくりに努めるも
のとする。

これは、地方公務員法第30条で規定されてい
る服務の根本基準を遵守するとともに、市民と共

に自治を担っているという意識を持ってまちづく
りを進めていくため、自らの知識や技能向上に努
め、公正かつ誠実に職務を遂行しなければならな
いことを意味している。
一方で、平成18年8月に策定され、平成25年及

び平成29年に改訂された「福知山市職員人材育
成基本方針」においても、目指す職員像について
以下のとおり規定している。

①規律性「公平・公正・誠実に行動する職員」

②積極性「広い視野と経営感覚を備え、戦略的に
創造・改革する職員」

③責任性「自ら考え、課題解決にチャレンジする
職員」

④協調性「チームで成果を挙げられる職員」

⑤市民視点「市民とともに課題と向き合い解決す
る職員」

⑥人権意識「人権問題について深い認識を持ち実
践する職員」

この基本方針は“⑤市民視点”を持つためには地

福知山市自治基本条例の概要
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域活動等に積極的に参加し、市民とともにまちづ
くりに取り組むことが必要であるとしている。
このような背景を元に、市職員の人材育成の手

法として平成30年5月から始めた取組が「パラレ
ルキャリアの推進」である。

3 取組内容
パラレルキャリアとは、市職員が本業（公務）
を持ちながら、第2の活動（地域活動や社会貢献
活動等（以下「地域活動等」という））を行うこ
とであり、市はこの働き方を推進している。
これまで、地方公務員が報酬を得て事業又は事

務に従事すること（以下「副業」という）は法令
に抵触する可能性があることから、その内容に関
わらず敬遠されてきた。しかし、副業の中には自

身が地域住民として活動すべきもの、地域住民の
ためになるもの、市職員の行政に関するスキルア
ップに繋がるものも少なくない。
そこで、福知山市ではこれらの活動を地域活動

等として位置付け、市職員が地域活動等に取り組
むことを奨励したのである。地域活動等に該当す
れば、報酬を得る活動であっても、市の奨励する
活動に含まれる。

パラレルキャリアの推進に伴い、副業申請手続
きも一部簡素化した。これまで副業の許可を得る
ためには例外なく市長決裁を必要としたが、地域
活動等に該当する場合には、市長公室長（部長）
決裁で足りることとした。
パラレルキャリアの推進はすぐに市職員に認知

された。平成30年度末時点で317名がパラレルキ

奨励する地域活動等の要件

①地域貢献活動

②社会的課題の解決を目的とし市の発展・活性化
に貢献する活動

③職務の遂行に支障がない活動

④当該職と契約・補助・指導・処分に影響が出な
い活動

⑤営利を主目的としていない活動

⑥法令に反していない活動

消防団活動の様子

パラレルキャリアの概念図
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ャリアに取り組んでいる。市職員数は約1400名
（医療職を含む）であるから、4.4人に1人がパラ
レルキャリアに取り組んでいることになる。
パラレルキャリアの活動事例には自治会活動や
消防団活動が多いが、本稿ではこれら以外の3事
例を紹介する。

（1）福知山ワンダーマーケットの運営補助活動
福知山ワンダーマーケットとは、毎月第4日曜

日に市内の新町商店街で開催される定期市であ
る。当日は福知山市のみならず、関西圏内でこだ
わりをもって生産した野菜や制作した日用雑貨等
を販売するお店が約40店舗集まる。福知山ワン
ダーマーケットは、出店者や参加者に福知山をよ
り身近に感じてもらうこと、人々やアイデアが出
会い起業者が増えて福知山がさらに盛り上がるこ
とを期待して取り組まれている。
1事例目は、この福知山ワンダーマーケットの
運営補助活動である。この活動は、市が目指す職
員像「市職員が地域に出かけ、市民と連携してま
ちづくりを行う姿」そのものである。この活動を
行う職員の1人は福知山市外の出身者であるが、

福知山ワンダーマーケットの運営補助活動により
職場以外での市民との繋がりを得ることができ、
楽しみながら活動していると話す。この活動を通
じて市民協働の重要性を認識するとともに、市職
員としてだけでなく市民としてどのようにまちに
関わっていくかを考えるきっかけになっていると
のことであった。

（2）学芸員講師
2事例目は、福知山公立大学の非常勤講師であ

る。市職員自身が担当してきた業務の知識や学芸
員の資格を活かし、福知山市内にある福知山公立
大学において、現在4人の市職員が非常勤講師を
務めている。それぞれ「歴史学」「地域防災論」
「地理学」「地域文化論」の講義を毎週1回担当し
ている。
福知山公立大学は、実際に地域に出て地域課題

と向き合う教育活動「地域協働型実践演習」に力
を入れている。市職員が担当する講義は、地域に
根ざした授業内容となっており、学生がこの演習
を行う際にすぐに活かせる知識を習得できるとい
う利点がある。市職員が自ら培ってきた知識を業

ワンダーマーケットの様子
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務とは違った場面で活かしている事例である。

（3）将棋普及指導員
最後に職員の趣味で培った能力を地域の子ども

たちに還元している事例を紹介する。
平成30年11月に福知山市内にある福知山城で

将棋の竜王戦第4局（羽生善治竜王VS広瀬章人八
段）が開催され、大変な盛り上がりを見せた。そ
の流れを受けて、福知山市でも子どもたちに対し
て将棋の楽しさを広めて行きたいという機運が高
まった。

そして、令和元年6月から毎週金曜夜に「こど
も将棋教室福知山」が開催されることとなり、市
に対しても、この将棋教室の運営に関する支援や
補助の要望があった。そこで、将棋を趣味とする
市職員が将棋普及指導員の資格を取得し、パラレ
ルキャリアとして教室運営の補助や子どもたちに
対する指導や対局を行っている。
また、令和元年8月25日には同教室主催による

「第1回こども竜王戦福知山将棋大会」が開催さ
れ、福知山市のみならず広域の市町村（奈良県、
石川県等）から186名が集まり大盛況であった。

こども将棋教室福知山 こども竜王戦福知山将棋大会

福知山公立大学での講義の様子
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この時には決勝戦の中継や審判等を行った。
同教室は、今後も定期的に将棋に関するイベン
トを行う予定である。これらの活動をパラレルキ
ャリアで支援することにより、子どもたちに対す
る将棋の技術向上や楽しさを伝えるとともに、福
知山市の魅力や知名度の向上に寄与できればよい
と考えている。

4 課題と今後の展望
パラレルキャリア推進に当たっての課題は、ど

のような指標を目標として設定するかにある。パ
ラレルキャリアに取り組んでいる職員数を増やす
ことは重要であるが、掲げた数値目標を達成する
ために職員にパラレルキャリアを無理強いするこ
とはできない。自主性を欠いたパラレルキャリア
の活動は、冒頭に紹介した取組の根拠となってい
る福知山市自治基本条例や福知山市職員人材育成
基本方針で掲げられている職員像には合致しない
からである。
福知山市は、パラレルキャリアに取り組む職員
数を増やすことよりも、その職員が充実した生活
を送っており、組織内外で活躍している姿を広く
知ってもらうことが重要であると考えている。
昨今、公務員志望者数は減少傾向にあり、福知

山市でもどのような方法で学生に市職員に興味を
持ってもらえるか頭を悩ませている。そこで、福

知山市がパラレルキャリアを推進していることや
市職員が実際にどのようなパラレルキャリアに取り
組んで、どのように活躍しているのか、職員自身
のライフ・ワーク・バランス満足度はどうか等を職
員募集説明会やインターンシップ受入れ時に積極
的に広報していく予定である。そして、学生にパ
ラレルキャリアに取り組む市職員を取材してもら
い、双方向でコミュニケーションを取り、学生に
市職員の多様性を感じてもらいたいと考えている。

5 おわりに
福知山市のパラレルキャリアの取組は、今まで

不許可としていた副業を新たに許可するといった、
これまでの法令等の解釈・運用を変更するような
ものではない。従前から許可していた副業のうち、
地域活動等を明確化して福知山市として推奨する
ものである。市職員は、パラレルキャリアの活動
を通じて、市民や現場の生の声を政策や業務に活
かしたり、価値観の多様化を実感することによる
人としての幅を拡大したりすることができる。
福知山市のパラレルキャリアは、地方公務員法

第30条が規定する「全体の奉仕者として公共の
利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当って
は、全力を挙げてこれに専念しなければならな
い」という地方公務員の責務に寄与する副業のあ
り方を示したものであるといえる。

◆人口：77,895人（平成31年4月末日現在）

◆面積：552.54㎢

◆連絡先
 ･ 京都府福知山市市長公室職員課
TEL：0773-24-7034

｜地域の概要｜京都府福知山市
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1 はじめに
神戸市は、兵庫県の南に位置し、北部には六甲

山系が連なり、南部は瀬戸内海に面した人口約
152万人の政令指定都市である。垂水区・須磨
区・長田区・兵庫区・中央区・灘区・東灘区・北
区・西区から構成される。
1868年の神戸港開港以来、西洋文化の入り口

として発展し、鉄鋼・造船・機械などの産業拠点
として日本を代表する国際貿易港となった。その
ため、外国人の往来も盛んになり、外国人居留地
ができ、今日でも異国情緒あふれる街並みを見る
ことができる。
人口は、阪神・淡路大震災期を除き、平成27

年度の国勢調査で戦後初めて人口減少に転じた。
出生者数の伸び悩みや死亡者数の増加により自然
減少数が大きくなるとともに、若者を中心に大
阪・東京圏等への転出が進んでいるため、今後も
人口減少が続くことが想定される。神戸市は、人
口減少の克服とともに、まちの質や暮らしの質を
高めていくために、平成28年度に「神戸2020ビ
ジョン」を策定した。「若者に選ばれるまち」を
掲げ、新たなまちづくり、ひとづくり、しごとづ

くりをテーマに各施策を展開している。また、平
成30年度からは、国内の自治体では初となるス
タートアップ（成長型起業家）・ベンチャー企業
と神戸市職員が協働して地域・行政課題を解決す
るプロジェクト「Urban Innovation KOBE（アー
バンイノベーション神戸）」を実施している。

2 取組の経緯・きっかけ
神戸市は、平成7年の阪神・淡路大震災により

財政危機に陥った。このため、これまでの約20
年で職員総定数を約33％削減し、財政の健全化
に努めてきた。全国の自治体が平均約16％程削
減している中、約33％はその倍以上である。ま
た、この約20年の間に社会情勢が急速に変化す
る中で、市民の行政に対するニーズが多様化した
ことにより、市としては新しい行政課題に対応し
なければならなくなった。平成28年度に働き方
についての職員アンケートを実施したところ、新
しい仕事が増える中で、職員一人当たりの仕事量
の増加による疲弊感が顕在化した。このままでは
市民サービスの低下にも繋がりかねないと判断し
た市長が、職員の働き方を見直そうとトップダウ

神戸市では、職員のワーク・ライフ・バランスを実現し、業務のイノベーションを創出するため
に職員の「働き方改革」に取り組んでいる。フリーアドレス化、Web会議の導入、ペーパーレス化、
ICTを活用した業務の見直し、さらにはテレワークの導入など、これまでの枠に捉われない多様な
働き方を推進するために新しい発想と手法を積極的に導入できる環境づくりを進めており、平成30
年度には、「働き方改革（業務改革）ロードマップ」を策定した。
本稿では、神戸市役所の目指す「職員のスマートなワークスタイル、働きやすい職場」について

紹介する。

市民サービスの質の向上のために （兵庫県神戸市）

事例紹介

～神戸市役所における働き方改革の取組について～
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育児需要（0歳～6歳の未就学児がいる）が高い職員数（現在）

育児需要（0歳～6歳の未就学児がいる）が高い職員数（5年後予想）
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ンで動き出したのが大きなきっかけであった。
また、阪神・淡路大震災以降、採用人数を削減

したことにより、職員の年代別バランスが崩れ始
めていた。中途採用等を実施し、年度別のバラン
スを取るように調整はしていたものの、5年後に
は現状よりも育児休暇や介護休暇を取得する職員
が増加し、これまでと同じ働き方では立ち行かな
くなることが予測された。　　　
以上の経緯から、神戸市は、職員が働きやすい

職場づくりと業務の効率化による市民サービスの
更なる向上を目指し、職員の働き方改革を推進す
ることとした。

3 取組内容　
（1）  「働き方改革（業務改革）ロードマップ」を

作成
働き方改革を推進するに当たり、平成29年6月

に部局を横断した「働き方改革推進チーム」を結
成した。構成メンバーは、人事や業務改革を所管
する行財政局とICT業務や情報施策を所管する企
画調整局の職員である。メンバーの中には、神戸
市の働き方改革の推進を加速させるために専門的
な知識経験等を有する民間人材を任期付き職員と
して配置している。
働き方改革推進チームは、定例会を月2回開催

し、神戸市が目指す働き方についての議論を深め
ていった。そして、平成30年6月に3カ年の「働
き方改革（業務改革）ロードマップ」を作成し
た。目指す姿を「スマートなワークスタイル、働
きやすい職場」とし、施策1「多様で柔軟な働き
方の実現」、施策2「業務省力化、電子化による生
産性向上」、施策3「全庁コミュニケーションと協
働の推進」、施策4「改革を促進する意識醸成」を
推進することとした。また、1年目は企画フェー
ズ、2年目は実施フェーズ、3年目は拡大フェー
ズと位置づけた。

（2）変わる働き方
庁内の具体的な業務改革として、始めにフリー

アドレス化を進めた。無線ネットワークの整備を
進め、円卓テーブルや集中スペースを設けて、用
途に応じて様々な使い方ができるようレイアウト
を工夫した。庁内会議や部局長級の会議では、パ
ソコンで資料を見るようにし、ペーパーレス化を
推進した。また、庁外でパソコンを使用する際
は、携帯型無線端末を使用して、庁内と同じよう
な環境で仕事ができるようにした。今年度から
は、全庁内での情報共有を可能とするソフトウェ
アであるグループウェアを導入し、庁内のコミュ
ニケーションの更なる活性化を図っている。さら
に区役所等の出先機関との会議や区役所間での打
ち合わせについてもWeb会議を導入することで、
移動時間等の削減を図っている。

（3）新たな働き方
神戸市では、平成27年9月から在宅勤務制度を

開始し、現在では在宅勤務が可能な業務に従事し
ている職員は誰でも在宅勤務制度を利用できる。
在宅勤務を希望する職員用に軽量のパソコン130
台を保有し、その範囲内で運用している。庁内と
同じパソコン環境で仕事ができるようにしてい
る。在宅勤務を希望する職員は、在宅勤務を行お
うとする前日までに所属長に申請し、承認を得る
必要はあるものの、週4回を上限に何回でも取得
可能としており、平成31年1月にはフレックスタ
イム制との併用も可能とした。なお、在宅勤務日
に時間外勤務の申請はできない。現在、130台の
在宅用パソコンは、年間を通じてほとんど全て貸
与している状態である。今後は、職場でも在宅で
も使える軽量パソコンを増やしていくという。

（4）職員の意識改革
働き方改革促進のための職員全体の意識改革に

取り組むに当たり、平成29年度と30年度に、部
課長級職員を対象にした働き方改革研修会を実施
した。
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現在は、階層別研修（新規採用職員、主任研
修、係長研修等）のプログラムに、働き方改革に
関する講義を設け、職員全体で働き方改革の意識
醸成に取り組んでいる。

また、働き方改革を進めるため、各局室区で推
進リーダーを任命するなど推進体制を構築し、年
度始めに働き方改革に係る方針を立て、目標を可
視化させている。目標は、グループウェア上で職

ロードマップ
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員全体に共有するとともに、副市長と各局室長が
定期的に面談をする機会を設け、進捗状況を検証
しながら目標達成を目指している。
今年度4月には、職員全員を対象としたイベン

ト「KOBE GovTech（ガブテック）見本市」を開
催した。本イベントは、神戸市が平成29年度から
実施している「Urban Innovation KOBE（UIK）」
の取組を庁内に普及させることと、職場の業務改
善や課題解決に活用できる最新のICT技術等を紹
介することを目的として実施された。
なお、「Urban Innovation KOBE（UIK）」とは、

行政窓口をスムーズに案内できるツールの開発や
診療報酬明細書チェックの自動化など、社会・地
域課題をスタートアップ・ベンチャー企業と市職
員が協働して解決する取組である。
各局で働き方改革に取り組む場合は、民間コン

サルタントによるBRP（業務プロセス改革）支援
も行っている。あくまでも職員が自ら働き方改革
に取り組む姿勢を大切にしているが、具体的に働
き方改革に取り組むための業務改善の糸口を見つ
けることや、何から手を付けていくかの手順を決
めていく際には、民間コンサルタントの支援によ
り、より効率的に取り組めるようにしている。
その他、職員の意識改革のために日頃から様々

な工夫を凝らしている。働き方改革を意識づける
ために職員向けのポスターを作成したほか、日頃
から多くの書類を扱う職員が働き方改革に関する
内容の書類を見落としてしまわないように、文書
の上部にロゴマークを付け、働き方改革に関する
内容であることが一目で分かるようにしている。
このように、細部にわたり、働き方改革を推進す
るためのサポート体制を充実させている。

4 課題と今後の展望
神戸市では、データに基づいて現状を可視化

し、課題を見つけてそれに対する対応策を考える
ことを念頭に置いているという。
庁内での情報共有が可能なグループウェアの導

入により、職員間の意見交換の場が確保されたた
め、グループウェア内に働き方改革に関する意見
箱を期間限定で設けた。その結果、業務のスマー
ト化に関する内容の提案が225件程寄せられた。
これらの提案は市長も閲覧できるようになってい
るため、直接市長に意見が届くという点で職員の
満足度は高く、今後、これらの提案を精査し、実
施に向けて取り組んでいくという。
今後は、在宅勤務が可能となる対象職員を拡大

していくほか、市民が来庁せずにできる手続きの
拡大や窓口対応のFAQをデータベース化すること

ペーパーレス（会議風景）

フリーアドレス
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によって、迅速な対応に努め、市民サービスの向
上を図ることとしている。
一方で、各局室で重複した業務のスマート化へ
の取組や、各現場固有の課題をどのようなアプロ
ーチで可視化させていくかが、これからの課題だ
という。

5 おわりに
働き方改革を推進するためには、職員の意識改

革を図りながら、いかに巻き込むかが重要である
といえる。どうせ変えられないだろう、変わらな
いだろうという職員の既成概念を改め、職員自ら

が各現場で業務課題の解決に取り組むための支援
を行うとともに、解決の成功事例などをつくり、
目に見える成果を上げていくまで、粘り強く職員
とのコミュニケーションを取っていくことが必要
であろう。
社会情勢が急速に変化する中で、市民サービス

はより複雑化、高度化する。神戸市の取り組む働
き方改革は、自分たちが日々の仕事のやり方に疑
問を持ち、常に業務方法をアップデートしていく
ことの大切さを問いかけている。
市民サービスの質の向上のために職員の働き方

改革に取り組む神戸市に今後も注目していきたい。

ウェブ会議

◆人口：1,524,749人（令和元年5月1日現在）

◆面積：557.02㎢

◆連絡先
 ･ 兵庫県神戸市行財政局業務改革課
TEL：078-322-6222
MAIL：gyoumukaikaku@office.city.kobe.lg.jp

｜地域の概要｜兵庫県神戸市
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1 生駒市の概要
生駒市は、奈良県の北西端に位置し、大阪府と

京都府に隣接している。南北に細長く、生駒山地
や矢田丘陵などの山々に囲まれた山間の街で、市
街地にも小高い丘や山が点在した地形である。
中南部では高度経済成長初期に都市化が始まっ

たが、北部は1970年代後半になってから開発さ
れ始めた。そのため早くから都市化の進んだ中南

部と新興住宅地としての北部とでは様相が異な
る。また、平地が少ないために傾斜地も住宅地と
して開発せざるを得ず、傾斜地の宅地化が進み、
一般的には観光用として敷設されるケーブルカー
が、通勤・生活路線としても機能するような状況
である。
まちのシンボルである生駒山には、山頂に京阪

神一円に電波を発しているテレビアンテナ群や、
遊園地があり、大阪平野、大和盆地を眼下に見下

日本最古のケーブルカー 生駒山

生駒市は、職員が職務外に積極的に地域貢献活動に参加すれば、市民との協働によるまちづく
りがより一層活発になることが期待できるとし、公務員に許容される副業として「地域活動への従
事」を定め、その基準を明確化した。
本稿では、生駒市が職務外の地域貢献活動を促進するに至った経緯、取組内容、取組実績等につ

いて紹介する。

「ワークライフ“コミュニティ”バランス」の
実現に向けて （奈良県生駒市）

事例紹介

～地域貢献活動を行う職員の営利企業等の従事（副業）の推進～
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ろす山頂からの眺望が見事で、夜景も特に美しい
ことで有名である。
豊かな自然や歴史、伝統産業といった魅力と最
先端の顔を備えた利便性の高い住宅都市として、
「市民が創るぬくもりと活力あふれるまち・生駒」
を目指し、まちづくりを進めている。

2 取り組むに至った経緯
市民のニーズや価値観の多様化により新たな地

域課題が発生してきており、これまでの法律や個
別の条例だけでは、これらの課題を解決すること
が困難であった。そこで、市民参画による合意形
成を図りながら、市政運営の基本的な原則や制度
を定める「生駒市自治基本条例」を平成21年6月
に制定した。
同条例の目的は、より多くの市民ニーズに的確
に対応することにある。目的を達成するため、市
の役割と責務等を同条例第17条で次のとおり規
定している。

（市の職員の責務）
第 17 条　市の職員は、全体の奉仕者として公
共の利益のために勤務し、市民の立場に立っ
て、創意工夫し、公正で、誠実かつ効率的に
職務の遂行に専念しなければならない。
２  　市の職員は、職務に必要な知識、技能等
の向上に努めなければならない。

３  　市の職員は、自らも生活者であり、また、
生駒市の市民であることを認識し、積極的に
まちづくりの推進に努めなければならない。

これは、地方公務員法第30条で規定されてい
る服務の根本基準を遵守するとともに、市民と共
に自治を担っているという意識を持ってまちづく
りを進めていくため、自らの知識や技能向上に努
め、公正かつ誠実に職務を遂行しなければならな
いことを意味している。
一方で、平成21年4月に策定され、平成27年に

改訂された「生駒市職員人材育成基本方針」にお
いても、職員に求められる力を「高い見識と人柄
で他者との信頼を構築し、リーダーシップを発揮
して信頼を具体的な成果に換え、価値を創造でき
る職員」とし、個人に求められる能力を規定し、
職務行動評価を活用して適正に評価し、人材配
置・異動に活用している。この基本方針では、
「協創力」を持つためには「積極的に現場に顔を

生駒山上遊園地からの夜景

条例イメージ図
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生駒市自治基本条例の概要

生駒市人材育成基本方針（個人に求められる能力より一部抜粋）
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出し、市民やまちづくりのキーパーソンと触れ合
い、現場の課題等を探る」ことや、「市民等と触
れ合いながら、コミュニケーションを重ね、信頼
関係を構築する」こと、「話し合う過程で想いを
共有し、課題発見や解決に協働で取り組む」こと
が必要であるとしている。
また、生駒市長の小紫雅史氏は人口減少下の財
政的に厳しい時代の自治体の在り方「自治体3.0」
を提唱している。補助金頼りの政策方針や少子高
齢化の流れを受けて匙を投げている自治体を
「1.0」とし、改革派の市長がトップダウンで改革
を推進する自治体や、行政が市民の意見を吸い上
げて公共サービスを提供する枠組みを「2.0」と
定義している。「2.0」の状態では、職員は受動的
になりやすく、能動的な発想や行動に至らない。
そこで、市民と行政が協働する「自治体3.0」を
提唱し、ボトムアップの動きを激励している。
行政と市民がともに汗をかき、協創する「自治
体3.0のまちづくり」を進め、単に行政サービス
を享受する市民ではなく、地域を愛し、主体的・
能動的に関わる市民を増やすことで、市民満足度
と地域力をともに高めることを目指し、民間に委
譲できることは積極的に委譲しつつ、行政内では
残業時間の減少や人事制度改革に積極的に取り組
んでいる。
働き方改革の一環として、政府が会社員の副
業・兼業を推進する方針を打ち出す中、地方自治
体にも「副業解禁」に向けた動きがあった。生駒
市では、より一層厳しい自治体経営が予測される

少子高齢化時代にあって、持続可能なまちづくり
を進めていくためには、市民と行政が互いの立場
を認識し、自覚と責任を持ってそれぞれが役割を
担い、協働しながら地域課題を解決していくこと
が必要であるとし、平成29年8月に人材育成基本
方針に基づいて「職務外に報酬を得て地域活動に
従事する際の基準」を明確化した。市では、地域
貢献に資する副業の推進は市民と職員の協創を推
進させ、それが、市民によるまちづくりの活動促
進につながると考えている。

3 取組内容
市では、職員の職務外における地域貢献活動を

促進することを目的に、職務外に報酬を得て地域
貢献活動に従事する場合の許可基準等を、「地域
貢献活動を行う職員の営利企業等の従事（副業）
の促進」として定めた。人材育成と地域貢献の両
方を意図した取組であり、対象となる活動、対象
職員、審査基準は以下のとおりである。

◆対象となる活動

①  公益性が高く、継続的に行う地域貢献活動
であって、報酬を伴うもの。

②  市内外の地域の発展、活性化に寄与する活
動であること。

◆対象職員

①  一般職の職員（嘱託・臨時職員は除く）で
あること。

②  活動開始予定日において在職 1年以上であ
ること。

③  活動開始予定日の直前の人事評価について、
目標達成度評価においては前 2 回、職務行
動評価にあっては前 1 回の評価が、ともに
Ｂ以上である者。（ただし、採用 2年目職員
など職務行動評価を 1度も実施していない

自治体3.0のまちづくり（生駒市人事課提供）
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職員は当該評価結果は考慮しない）

◆審査基準

①  勤務時間外、週休日及び休日の活動であり、
職務の遂行に支障を来たすおそれがないこと。
②  地方公務員法第 33 条に規定する信用失墜行
為の発生のおそれがないこと。

③  活動先の団体等と生駒市との間に特別な利
害関係が生じるおそれがなく、かつ特定の
利益に偏することなく、職務の公正の確保
を損なうおそれがないこと。

④  報酬は、地域貢献活動として許容できる範
囲であること。

⑤  生駒市内における活動であり、生駒市の発
展・活性化に寄与する活動であること。

⑥  営利を主目的とした活動、宗教的活動、政
治的活動、法令に反する活動でないこと。

地域貢献型の副業の推進に伴い、これまで民間
企業や第三セクターが主体で進めてきた地域活性
化策に、副業を通じて職員が参加できる枠組みを
拡げることで、職員が外部の様々な考え方や知識
を吸収し、市民と協働する体制づくりを行ってい
る。

地域貢献活動に従事する際は、任命権者（人事
課長）へ許可申請を行い、許可を受ける必要があ
る。許可を受けた者は、活動実績を毎年度2月末
日までに任命権者に報告しなければならない。
地域貢献型の副業の推進はすぐに職員に認知さ

れた。許可を受けた職員は、学校等におけるスポ
ーツの部活動のコーチや地域情報化アドバイザー
としての自治体支援活動等、多岐にわたる分野で
活躍している。

4 課題と今後の展望
これからの時代は、副業で公務員も活躍してい

く時代である反面、週5日間フルタイムの本業と
は別に、副業を持つことは労務管理の観点や、充
実した「ワークライフバランス」の確保からは必
ずしも推奨できないという問題がある。これを解
決するための1つの解決策は、事務の簡素化によ
る時間外勤務の削減である。
生駒市では、時間外勤務命令の運用に関する指

針を策定し、各部ごとに市長が残業目標を設定し
ている。その上で、時間外勤務時間の削減目標を
人事評価項目に義務付けし、時間外勤務の事前申
請の徹底を行っている。その他、週休日勤務の原
則廃止（やむを得ず行った場合には代休で対応す

地域貢献活動を行う生駒市職員

令和元年度 地域活性化ガイドブック 令和元年度 地域活性化ガイドブック66 67

令和元年度 地域活性化ガイドブック 自治体の働き方改革



る）や、「プレミアムノー残業デー」等も導入し、
時間外勤務を約25,000時間削減した。
市民のニーズや価値観の多様化による新たな地
域課題が発生してきており、これらに対応するた
めには、公務員のより専門的なスキルが必要とな
る。人材の多様化が求められる中、民間に委譲で
きることは積極的に委譲を検討し、徹底した事務
の効率化を目指すとともに、職種を特定したプロ
人材の採用等を行うことでイノベーションを起こ
し、さらなる地域課題の解決を目指す。

5 おわりに
生駒市における地域貢献型の副業の推進は、あ

くまで基準の明確化であり、従来許可できなかっ
たものを許可できるようにする、いわゆる緩和で
はない。これまで、地方公務員が報酬を得て事業
又は事務に従事することは法令に抵触する可能性
があることから、その内容に関わらず敬遠されて

きた。地方公務員法は原則として営利目的の副業
を禁止しているが、任命権者の許可があれば勤務
時間外に限っての副業は可能である。もっとも、
具体的な運用基準は明記されておらず、報酬が発
生することへの抵抗がある者が多い。そこで生駒
市では、従前から許可していた副業のうち、地域
貢献活動の許可基準を明確化して推奨した。
これからは、「ワーク」と「ライフ」に加え、

「コミュニティ」を含めた3つのバランスが重要
視される。報酬を得ることで責任感が生まれ、モ
チベーションも向上する。これらの活動を通して
地域に貢献することにより、既存の「ワークライ
フバランス」に地域活動の「コミュニティ」を加
えた、新しい形の「ワークライフ“コミュニティ”
バランス」の実現が可能となる。生駒市では、副
業を始めとした働き方改革を通して、多様性のあ
ふれた「ダイバーシティ生駒」を目指し、地域へ
飛び出す公務員の後押しに力を入れている。

◆人口：119,734人（令和元年5月1日現在）

◆面積：53.15㎢

◆連絡先
 ･ 奈良県生駒市人事課
TEL：0743-74-11 11

｜地域の概要｜奈良県生駒市
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1 はじめに
広島県の東部に位置する福山市は、備後圏域連

携中枢都市圏の中枢都市であり、県内では広島市
に次いで2番目の人口約47万人を擁する中核市で
ある。古くから、福山城の城下町として発展し、
瀬戸内海の重要港である福山港や山陽新幹線の停
車駅である福山駅があり、また山陽自動車道が通

っている交通の要衝でもある。
瀬戸内海の潮待ちの港として栄えてきた鞆の浦

は、風光明媚な観光地として人気を博し、万葉集
に詠まれているほか、織田信長と対立した室町幕
府最後の将軍である足利義昭の亡命先であり、江
戸時代には朝鮮通信使の寄港地でもあった。2018
年（平成30年）には、鞆町の港町文化をテーマ
としたストーリーが日本遺産に認定されている。

ばらのまち福山の原点　ばら公園

福山市は、本格化する人口減少や多様化する市民ニーズといった従来の行政の手法だけでは解決
できない課題に対応するため、民間企業で活躍する高度専門人材を、兼業・副業による「戦略推進
マネージャー」として登用している。これにより、自治体にはこれまでになかった人材配置と働き
方が実現した。この登用による利点は主に二つある。一つは民間企業で培った知識や経験、人脈を
活用することによる既存施策の効果向上と、課題解決や戦略・施策の立案に行政にはない新たな視
点の導入である。もう一つは、戦略推進マネージャーと共に事業を進めることによる職員の意識改
革や能力の向上である。
本稿では、戦略推進マネージャーの登用に至った経緯、取組内容やその効果等について紹介する。

兼業・副業に限定した自治体の人材登用 （広島県福山市）

事例紹介

～戦略推進マネージャー～
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1916年（大正5年）7月1日に市制を施行し、そ
の後、1964年（昭和39年）に備後工業整備特別
地域の指定を受けて急速に重工業が発展した。こ
の時に誘致した日本鋼管（現・JFEスチール）
は、日本一の粗鋼生産量を誇っている。このよう
に福山市は瀬戸内海の経済・文化・交通の中心と
して発展してきた。
都市の規模が拡大していく中で、市民の間に根
付いた取組が、現在の協働のまちづくりの原点と
なっている「ばらのまちづくり」である。1956
年（昭和31年）に「荒廃したまちに潤いを与え、
人々の心に安らぎを取り戻そう」と、住民と行政
が協働して約1,000本のばら苗を植えたことから
始まり、現在では市民主体のまちづくりへと発展
している。

2 取組のきっかけ
福山市の人口は2010年から2015年にかけて約

4,000人増（国勢調査）と増加傾向にあるものの、
福山市の人口ビジョンでは2040年までの約20年
間で約25,000人減少すると推計されている（2013
年3月及び2018年3月の国勢調査結果を基に社会
人口問題研究所の日本の地域別将来推計人口より
推測）。合計特殊出生率は2017年時点で1.67と、
全国平均の1.43（厚生労働省「人口動態統計」）
に比べて高い水準にあるものの、男女ともに生涯
未婚率が大幅に上昇していることもあり、出生数

は減少傾向にある。また、備後圏域でみると福山
市以外の市町では人口減少が進んでおり、三大都
市圏の他に広島市や岡山市など圏域外の近隣大都
市への転出が顕著である。備後圏域の中枢都市で
ある福山市が人口減少対策に取り組むことは、圏
域全体の経済成長や都市機能・生活機能を維持し
ていくためにも重要である。
人口減少や市民ニーズの多様化等、経験したこ

とのない社会の変化に対しては、市役所内の人材
だけで対応する自前主義では通用しなくなってい
る。これまでの行政の枠を超えた新しい発想によ
る事業構築が必要なため、既存の考え方にとらわ
れず、民間企業のノウハウによってデータの分析
や企画立案を実行し、スピード感を持って成果を
あげる人材の登用が有効だと考えられた。
しかし、官民ともに人材獲得競争が激化してお

り、首都圏で活躍するような優秀な人材を職員と
して採用することは困難である。そのため、本業
に従事したまま市の事業にも取り組む、兼業・副
業という形での戦略立案・推進、マネジメントを
行う「戦略推進マネージャー」を募集した。な
お、自治体が兼業・副業で民間企業の人材を登用
するのは、福山市の取組が日本初の試みであっ
た。この制度の導入の背景として、労働基準法等
の規定に基づく「モデル就業規則」（就業規則の
規程例を解説とともに示したもの）の改正によ
り、兼業・副業が容認されたことも追い風となっ
たと言える。

春の福山城鞆の浦のシンボル　常夜灯
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株式会社ビズリーチが提供する転職サイト「ビ
ズリーチ」を活用して戦略推進マネージャーを募
集したところ、1名の募集に対して全国から395
名の応募があり、そのうち5名を採用した。応募
者の多くが首都圏在住であることから、兼業・副
業での募集により、行政にはない専門性を持った
首都圏等の優秀な人材の登用につながった

3 取組内容
（1）戦略推進マネージャーの活動概要
戦略推進マネージャーの主な活動は、市の施策

に関するアドバイスと企画・実施である。民間で
築いたネットワークや経験、第三者の視点を活か
すことが期待されており、新たな切り口での課題
解決や施策立案、データ活用やマーケティングに
よる施策・事業への支援を行っている。また、こ
うした活動を通した職員の意識改革や能力の向上
へつなげることも大きな目的としている。
平成30年度は、大きな案件として新規事業の

企画及びアドバイスを13件、既存事業見直しに
対するアドバイスを4件行った。

（2）戦略推進マネージャーの個別の活動
戦略推進マネージャーの主な活動は、以下のと

おりである。

●安西 紗耶氏（本業：製薬会社）
市は、安西氏のアドバイスにより、関西圏の女

性の交流人口を増やすため、「備後リトリート女
子旅」プロジェクトを実施している。市は当初、
備後圏域ヘルスツーリズムとして、自然、運動、
食、宿泊施設と、生活習慣改善指導を組み合わせ
た健康に関する意識・行動変容につながるモニタ
ーツアーを検討していたが、プログラム内容やタ
ーゲットの設定に課題があった。同氏からのアド
バイスの結果、モニターツアーのコンセプトを備
後圏域にある森林セラピーや江戸風呂などといっ
た資源と親和性の高い、「暮らすように旅するモ

デル」へ修正し、ターゲットを関西圏で働く20
代後半～ 40代女性に明確化した。また、明確化
したターゲットに合わせてコンテンツを設定し、
魅力的な写真を用いた情報発信も行った。「衣食
住を整え、穏やかに過ごすこと」「環境・文化的
な豊かさに触れること」で心身をメンテナンスす
るモニターツアーを実施した結果、2日間のツア
ーに122名の応募があった。ツアーは抽選によっ
て選ばれた28名で催行したが、参加者の満足度
は非常に高く、SNSでの拡散等の効果がみられた。

●中野 伸之氏（本業：ファンド会社）
市は企業支援と人材育成による産業振興及び若

者の呼び込みと定着を推進しており、中野氏は企
業支援やベンチャービジネスの支援、大学の魅力
向上等に取り組んでいる。
企業支援として、自身の経験で培ったノウハウ

やネットワークを活用したアドバイスや民間事業
者による事業承継サポートを紹介している。ま
た、職員による企業訪問活動「ものづくり福の耳
プロジェクト」の更なる推進や産業団地への企業
誘致の支援等も計画している。また、大学と連携
し、ベンチャービジネスの現状と課題を調査する
とともに、ベンチャービジネスの導入段階として
大学と企業のマッチングを実施している。また、
今後のベンチャー創出に向けた環境整備の支援に
ついても検討している。
大学の魅力向上という点については、同氏が福

山市立大学のゼミに参加し、自身の実施したプロ
ジェクトや様々な企業を支援してきた経験を活か
して、学生の考えたビジネスプラン等へアドバイ
スを行うことで、机上の学習に実体験、現場感及
び高度な経営の視点を取り入れられるようになっ
た。併せて、メールなどにより相談サポートも行
っており、こうした支援の結果、ビジネスプラン
を作成するゼミの学生が、「岡山イノベーション
コンテスト2018」のビジネスプラン部門の大学・
専門学校生の部において、大賞と特別賞であるサ
ンマルク賞を受賞した。

令和元年度 地域活性化ガイドブック 令和元年度 地域活性化ガイドブック70 71

令和元年度 地域活性化ガイドブック 自治体の働き方改革



●西
にし

依
より

 清香氏（本業：エネルギー事業会社）
市は仕事と家庭の両立支援に関する事業を推進

しており、その中で西依氏は若者のライフデザイ
ンや働き方改革に取り組んでいる。若者のライフ
デザインの取組として、福山市立大学で「キャリ
アデザイン×ライフデザイン講座」を実施した。
本講座は就職活動を控えた大学生を対象に、地元
企業社員との交流や自分のこれまでを見つめ直し
て将来の夢を描くワークを通して、「キャリアプ

ラン」と結婚・出産等のイベントを視野に入れた
「ライフプラン」を考える機会としている。実施
後に学生に対して行ったアンケートでは、満足度
は5段階評価で4.3と高評価であった。またその他
にも、庁内の働き方改革についてもアドバイスを
行っており、一部の部署で業務内容や業務量を職
員から聞き取ることにより、業務の改善に着手し
ているが、今後その成果を分析し、他の部署へ展
開することも検討している。

アドバイス中の中野氏（右）

キャリアデザイン×ライフデザイン講座の様子
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●野口 進一氏（本業：映像技術会社）
野口氏は、ワーケーションの推進やロケ誘致を
核とした都市魅力の向上に取り組んでいる。ワー
ケーションとは、旅先で休暇を楽しみながら仕事
に取り組むワークスタイルであり、同氏はワーケ
ーション推進のため、ターゲット設定のアドバイ
スや自身のネットワークを生かした候補者の紹介
を行うなど、事業の構築に関わっている。同氏の
紹介の結果、東京のクリエイティブ・IT関連企業
で働くクリエイター 2人がワーケーション体験を
開始した。この体験者は福山市で働き暮らす魅力
を体験し、首都圏の人材や企業に体験内容を発信
していく。市はこの2人をモデルケースとして、来
年度からの本格実施につなげていく予定である。
また、ロケ誘致などの専門的知見やネットワー

クを生かして、ロケ地としての福山市の魅力の発
信・強化に係る手法を提案している。これを受け
て、市はトライアル事業の実施を検討している。

●  裴
ぺい

 崗
こう

氏
（本業：外資系保険コンサルティング会社）
裴氏は、主に中国を対象としたインバウンド振

興やICT利活用推進のため、中国への情報発信、

キャッシュレス決済の推進に取り組んでいる。
中国のSNSツールにおいて影響力が大きい情報

発信者に依頼して福山市の魅力を発信し、中国人
向けのコンテンツや情報発信方法を検討・整理す
ることで、中国での福山市の知名度向上等を図っ
ている。今後は、中国の情報発信者との連携を強
化し、経済効果の高い観光客誘致を検討していく
こととしている。
また、キャッシュレス決済の推進においては、

インバウンドの視点も交えて多様なキャッシュレ
ス決済の方法を検討・整理し、現状を分析してい
る。その上で福山市におけるキャッシュレス決済
の実証実験方法を検討中である。

4 今後の展望と課題
福山市は今後の展開として、庁内の施策や事業

へのアドバイス及び企画・実施にとどまらず、民
間企業や他の団体にもアドバイスができるように
するなど、戦略推進マネージャーの効果が市内全
域に波及するような方策を検討している。
一方で、兼業・副業により民間企業の人材を戦

略推進マネージャーとして登用する上では、次の

野口氏との協議の様子（中央：立つ人）
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二つの課題がある。一つ目は、本取組の効果検証
である。取組の効果を検証するにあたっては効果
基準の設定が必要であるが、単純に手掛けた案件
数等で効果を測定することはできない。そのた
め、市は法政大学大学院と連携し、効果検証のあ
り方について共同研究を行っている。
二つ目は、人材を送り出す民間企業の理解を通
じた制度の浸透である。民間企業は、必ずしも直
接的な事業上のメリットを求めて社員の兼業・副
業を認めているわけではないが、一方で結果とし
て企業サイドにも一定のメリットがみられるよう
な事例が増えていけば、兼業・副業を認める企業
数の拡大につながっていくものと考えられる。現
状ではそうではない場合が多いが、民間企業の人
材を登用したい自治体等は、民間企業にどのよう
なメリットがあるのかについて考え、その理解を
得ながら制度を広めていく必要があろう。

5 おわりに
戦略推進マネージャーに採用された5名の志望

動機は様々であるが、共通する動機として、今ま
での仕事にはなかった公共に関わる行政分野の仕
事が新鮮に見え、自分にとってプラスになると考
えたことや、本業も大事にしながら行政の仕事に
関わることができると期待したことなどが挙げら
れる。また、福山市での業務を通して自身の働き

方を見直すきっかけとなり、自分の考え方が広が
ったと感じているなど5名の戦略推進マネージャ
ーは満足しているようだ。
戦略推進マネージャーの導入後、課題の絞り込

みから対策案の検討や事業推進のスピード感、民
間等の関係者と連携しながら進める手法等、今ま
でとは異なる視点での課題解決へのアプローチが
参考になったという職員からの声もあり、市は職
員の意識改革やスキルアップにつながったと考え
ている。関係課へのアンケート調査では「施策へ
最も影響があったもの」として、ターゲット設定
やトライアル事業などの事業構築手法が挙げられ
た。また、「協議回数を重ねることで得られたも
の」として、専門的な知見によるアドバイスや参
考事例の紹介、データに基づく分析等の回答割合
が多い。この結果が示すように、戦略推進マネー
ジャーをより活用するためには、庁内各課と戦略
推進マネージャーの相互理解と関係性を深めるこ
とが重要である。
最近では兼業や副業が認められ始めてはいるも

のの、実際にはまだ広く浸透しているとはいえな
い。しかし、福山市のように民間企業の人材を兼
業や副業のような形式で登用することは、従来の
行政手法では打開が難しい課題の対応に、新たな
視点や手法を取り入れるという点で有効であり、
今後、他の自治体でも取組が進んでいく ことが期
待される。

◆人口：469,168人（平成31年4月30日現在）

◆面積：518.14㎢

◆連絡先
 ･ 広島県福山市企画財政局企画政策部企画政策課
TEL：084-928-1012
MAIL：kikaku@city.fukuyama.hiroshima.jp

｜地域の概要｜広島県福山市
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1 はじめに
愛媛県は四国の北西に位置し、日本一細長い佐

田岬半島を境に、瀬戸内海と宇和海の2つに面し
ている。瀬戸内海側は、海に面して道後平野（松
山市等）や道前平野（新居浜市・西条市等）が広
がり、宇和海側は、出入りの多いリアス式海岸に
なっている。南側に接する高知県との境付近に
は、西日本で最も高い石鎚山（1,982m）をはじ
めとする四国山地がそびえており、海・山両方の

美しい自然に恵まれている。また、気候はおだや
かで、住みやすい地域である。
産業面では特に柑橘類の生産量が高く、統計調

査で確認できる昭和49年以降平成28年産まで43
年連続日本一を誇り、品目数も日本一である。そ
の他、宇和海では養殖業が盛んで、マダイや真珠
の生産量も日本一である。工業の盛んな東予地域
では、今治のタオルや四国中央市の水引細工が有
名である。
愛媛県では、「愛のくに　愛顔（えがお）あふ

しまなみ海道 みかんと宇和海

愛媛県では、平成31年3月から愛媛県庁版テレワークを実施している。本庁、地方局問わず全職
員が対象であり、利用者も徐々に増加している。愛媛県庁版テレワークには在宅勤務、モバイルワ
ーク、サテライトオフィス勤務の3形態があり、それぞれの目的や用途に沿ってテレワークを活用で
きる。本稿では、愛媛県庁版テレワーク実施の経緯とともに、各形態の特徴や活用方法を紹介する。

愛媛県庁版テレワーク （愛媛県）

事例紹介

～全職員が愛顔（えがお）で働ける環境を～
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れる愛媛県」をキャッチフレーズに、県民一人ひ
とりに愛顔があふれている県を目指し、若い人た
ちに愛媛で働く魅力を伝えたり、県民が働きやす
い環境をつくる等、様々な取組に力を入れている。

2 取組のきっかけ
厚生労働省が「働き方改革」を推進する中、愛

媛県でも、多様で柔軟な働き方を通じて職員が能
力を最大限に発揮できるよう、職場環境の整備や
改善を図るための取組を模索していた。総務省が
平成26年度からテレワークを推進していたことも
あり、当県では平成28年度から検討をはじめた。
最初に、全職員対象に職員ニーズ調査を実施し
た。検討段階においては、セキュリティや勤怠管
理面についての不安や抵抗感が根強かったが、調
査結果、在宅勤務、モバイルワーク、サテライト
オフィス勤務のそれぞれについて、7割から8割
の職員が利用を希望するという概ね肯定的なもの
であった。テレワークは、これまでの勤務の在り
方を大きく変革するものであるため、総務省の地
域情報化アドバイザー派遣事業を活用して、ICT
に精通したアドバイザーを派遣してもらい、自治

体への具体的な導入事例の紹介や、システム構築
及び組織の風土・文化を変えていく手法等につい
て助言を受けた。また、新制度の導入に対する漠
然とした不安を払拭するため、当該アドバイザー
を講師とした「庁内働き方改革研修会」（管理職
対象）を開催して庁内の意識改革を進めた。さら
に、先進県の取組を参考に、愛媛県に最も適した
形の制度とするため、ワーキンググループによる
検討も進めた。
事業が本格的に動きはじめたのは、開発経費を

予算化できた平成30年度である。庁内LANシス
テムの更新時期に合わせて予算化し、テレワーク
事業についても一体的に改修することで、より効
率的にシステム開発を行うことができた。
ワーキンググループによる検討もより具体化

し、セキュリティやシステム設計は情報政策課、
人事管理制度は人事課と相談・調整しながら、行
革分権課が中心となって愛媛県庁版テレワークの
システムや制度を作り上げた。
実際の運用は年度途中である平成31年3月から

開始した。年度初めの4月に開始しなかった理由
は、4月は人事異動直後の繁忙期であり、導入前
後の周知が十分に浸透せず当初の利用が伸びない

松山城 石鎚山
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ことが懸念されるほか、少しでも早く始めたいと
いう思いがあったからである。

3 取組内容
愛媛県庁版テレワークの実施形態は在宅勤務、

モバイルワーク、サテライトオフィス勤務の3種
類がある。

（1）対象者
対象者は3種類全ての形態とも全職員（ただし

一部除外規定あり）であり、地方局や議会事務
局、教育委員会等の事務局職員も含まれる。
新しい制度を施行する際には、初年度は対象者

を一部に限り、段階的に対象者を拡大していく手
法をとることがあるが、愛媛県庁版テレワークで

は試行を行わず、始めから全職員を対象として本
格実施とした。これは、制度の汎用性を高め、全
職員が自分事としてこの制度導入を受け止めるこ
とにより、制度の趣旨や理念が早期に浸透して利
用率が向上することを意図したためである。ま
た、テレワークの実施理由を限定していないこと
から、各職員が様々な方法でテレワークを活用
し、主体的に業務効率化に取り組むことが期待で
きる。

（2）導入機器
3種類の実施形態のうち、在宅勤務とモバイル

ワークに関しては、専用のテレワーク用端末機を
使用する。合わせて140台を用意しており、各部
局に配置している。インターネットを経由しない
完全閉域網のため、共有フォルダや電子メール、

愛媛県庁版テレワーク概要図
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共通掲示板等の庁内LANシステムを利用でき、
普段の勤務場所と同様の業務が実施できる。サテ
ライトオフィス勤務に関しては、通常の職員用業
務端末と同じものを設置している。印刷機に繋げ
ているため、上述の業務に加え、現地で印刷も行
える。
なお、テレワーク用端末機は、ハードディスク
に文書等の保存ができない仕様になっている。あ
くまでも仮想環境で、通常使用している業務用端
末機を遠隔操作する仕組みにすることで、端末機
紛失時のセキュリティを確保している。
また、テレワーク用端末機は顔又は指紋による
生体認証を使用している。貸出の際は、各部局の
利用管理者による生体認証登録が必要である。端
末機そのものには生体認証でログインし、庁内
LANに接続するための仮想環境へは、業務用端
末機を使用する際と同様のID及びパスワードに
よりログインする。この2段階で認証を行うこと
で、他者による不正ログインを防ぐことができ
る。

（3）各実施形態の特徴
以下、それぞれの実施形態の特徴を説明する。

①在宅勤務
職員の自宅や要介護者の自宅、単身赴任者の場

合における配偶者の住居で実施できる。仕事と育
児・介護との両立など、ワーク・ライフ・バラン
スの向上のため自宅等で勤務する場合や、公共交
通機関の運休により通勤が困難な状況となる場合
に自宅等で勤務する場合等の活用が見込まれる。
在宅勤務を希望する者は、実施日の前日までに

テレワーク用端末機の予約を行い、在宅勤務実施
申請書を所属長へ提出する。これにより在宅勤務
の実施が可能となる。
実施当日は、勤務の開始時と終了時に管理監督

者（課長補佐、主幹、係長等、申請の承認時に所
属長から指名された者）に電話、メール等で連絡
する。
なお、在宅勤務中は勤務公署での勤務と同様の

職務専念義務を負うため、 職務と関係の無い用事
により外出する等の場合は、別途、休暇の取得が
必要となる。
在宅勤務を行った職員からは、問い合わせ等の

電話対応や突発的な協議・相談による業務の中断

在宅勤務の様子

テレワーク用端末機
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が少なく、通常の勤務場所で業務を行うよりも集
中して取り組むことができ、作業効率が上がった
という声があった。また、自宅で仕事をするた
め、身だしなみや服装、室温、デスク回りなど自
分にあった環境で業務を行うことができ、ストレ
ス軽減にもつながるというメリットもあった。
特に、子育て層では男女問わず利用が多く、通

勤に要する時間が無くなるので、家事や子どもの
送迎、学校行事等に時間を充てることができると
好評である。
②モバイルワーク
実施日の前日までにテレワーク用端末機の予約

を行い、出張伺または口頭で所属長の了承を得て
実施する。
庁内LAN上の共有フォルダが国内外の出張で

利用でき、移動中や待ち時間を利用して決裁文書
の確認や文書の作成等が行えるため、出張の多い
部署での利用が多い。
モバイルワークの実施は、特に超過勤務の削減

の面で効果がある。実施前は、出張後に庁舎に戻
って報告やメールチェック、関係先との連絡調整
等の業務を行っていたため、超過勤務につながる
ことが多かった。実施後は、空き時間を利用し

て、出張先で業務を行うことができるため、庁舎
に戻らずそのまま帰宅できるケースが増え、超過
勤務の削減につながっているとの声が寄せられて
いる。
なお、モバイルワークを行った職員からは、出

張の移動中や待ち時間で行う業務は、書類作成等
よりも共通掲示板やメールのチェック、決裁文書
の確認が主であり、もう少し小さく持ち運びのし
やすい端末（タブレットやスマホ等）を整備して
欲しいという意見もある。
③サテライトオフィス勤務
本庁、各地方局、県外事務所に設置してあり、

出張前後の空き時間の活用も期待できる。特に県
外の大阪事務所や東京事務所での利用率が高い。

（4）その他（Web会議システムの導入）
愛媛県庁版テレワークの導入に併せて、Web会

議システムも導入された。業務用端末機又はテレ
ワーク用端末機に、外付けUSBカメラやヘッドセ
ット等のWeb会議システム用機器を取り付ける
ことで、在宅勤務中や出張先からも、本庁での会
議や打合せを行うことができる。出張の移動中や
待ち時間を利用できるため、業務効率化につなが

サテライトオフィス（東京事務所） サテライトオフィス（東予地方局）
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る。また、他庁舎間の会議や打合せを、庁舎に赴
かずにWeb上で行うことができるようになり、
出張の削減にもつながる。

4 課題と今後の展望
テレワークをきっかけに、文書の電子化と共有

化の大切さに気付いたという声が多く上がってい
る。愛媛県では平成15年から紙の文書ではなく
文書管理・電子決裁システムによる文書の電子決
裁を進めてきたが、なかなか活用が進まず、現在
においても紙の文書決裁・回覧が主となってい
る。しかし、テレワーク利用者アンケートでは、
文書管理・電子決裁システムや共有フォルダ内の
業務用データは、勤務地に居なくてもテレワーク
用端末機等を通して内容を確認できるため、テレ
ワークによりその管理の必要性を意識するように
なったという声が多く寄せられた。テレワークを
契機に職員の意識改革が進むことによる既存シス
テムの有効活用と、さらなる電子化・ペーパーレ
ス化や業務効率化が期待できる。
また、職員への制度の周知については、上述の

「庁内働き方改革研修会」を含む職員向け説明会
や庁内LANポータル上の掲示板で行ったが、未
だ利用率の低い部署も多い。一度テレワークを実
施した職員からは概ね好評を得ており、リピート
使用も多い傾向にあるものの、新制度への漠然と

した不安や有効性への疑念等から、最初の利用ま
でのハードルが高いようだ。多くの職員に活用し
てもらうため、今年度においては、総務省主催の
「テレワーク・デイズ2019」に参加し、公立学校
の夏休み期間に合わせて、庁内の利用促進キャン
ペーンを実施した。今後もテレワークの活用によ
る効果の検証を図り、様々な活用方法を見出し、
さらなる周知と利用促進に努めていくことが課題
である。

5 おわりに
愛媛県庁版テレワークは平成31年3月に運用開

始されてからまだ間もないが、特に子育て層や出
張の多い部署では制度の理解と活用が進んでい
る。今後さらに周知を進め、利用の拡大を図るこ
とによって、新たな活用方法が見出され、一部の
職員だけでなく、全ての職員にとって働きやすい
環境を生み出すことにつながるだろう。
また、テレワークの推進により電子化・ペーパ

ーレス化がさらに進む等、業務効率化の面でも効
果が出始めている。これにより職員への業務負担
が減り、サービスの質の向上も期待できる。
職員減少や業務多忙化が進む中、愛媛県庁版テ

レワークのように全職員を対象とした取組は、各
個人に合った働き方を生み出し、業務効率を高め
るために有効と言える。

◆人口：1,342,775人（令和元年5月1日現在）

◆面積：5,676㎢

◆連絡先
 ･ 愛媛県総務部行財政改革局行革分権課働き方改革グループ
TEL：089-912-2229　URL：https://www.pref.ehime.jp/

｜地域の概要｜愛媛県
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1 はじめに
西予市は、愛媛県の南部に位置する人口約3万

7千人の自治体である。県庁所在地の松山から高
速道路で約1時間、愛媛県南部の拠点として人と
物の交流が活発に行われている。平成16年4月に
明浜町、宇和町、野村町、城川町、三瓶町の5町
が合併して誕生した西予市は、面積が514.34㎢と
県内で2番目に広く、市役所の本庁舎から一番遠
い城川支所までは車で約45分の距離にある。
東西に広がる市の西側は宇和海に面し、東側に

は四国カルストを有するなど海抜0mから標高
1,400mと変化に富んだ地形となっている。この
ように自然環境豊かな西予市では特に一次産業が
多様である。海岸部ではみかんをはじめとする果
樹栽培や漁業、内陸部では水稲、露地野菜の栽
培、山間部では畜産、林業、落葉果樹栽培などが
盛んに行われている。海や山の自然に恵まれてい
ることから、平成25年9月に市全域が日本ジオパ
ークに認定された。

2 取組のきっかけ
西予市に限らず多くの自治体では人口減少や人

口構造の変化から、集落の消滅、社会保障費の増

加や税収の減少という課題を抱えている。また職
員数が減少していく中にあっても、多様化する市
民サービスへ対応することが求められる。西予市
ではこうした状況に直面する中、今までの仕事の
やり方では立ち行かなくなり、市の存続自体が困
難になると危機感を抱き、働き方を見直して生産
性の向上とイノベーションの創出が必須であると
考えた。そこで生産性の向上やイノベーションを
生み出す手段のひとつとして「働く環境」を整え
ることが有効であるとし、他の自治体に先駆けて
オフィス改革に取り組んだ。
オフィス改革は、平成26年5月から平成28年6

月まで西予市企画財務部長として総務省より出向
していた大平利幸氏と企画財務部を中心に進めら
れた。大平氏の強力なリーダーシップと知見、そ
して担当者の熱意により西予市は大胆なオフィス
改革に取り組んでいったのである。

3 取組内容
西予市のオフィス改革は、これまで大きく2つ

のステージを経て現在に至っている。

（1）第1ステージ（平成27年3月～平成28年3月）　
西予市でまず始めに取り組んだのは、本庁舎4

少子高齢化や人口減少により財政状況が悪化し、また職員数が減少する中で、多様化する市民サ
ービスに対応していくためには、これまでの仕事のやり方を見直し、生産性の向上を図ることが必
要である。愛媛県西予市では、職員の生産性を向上させ、将来に渡って持続可能な行政運営をして
いくため、平成27年より自治体としては珍しいオフィス改革の取組を推進してきた。
本稿では、西予市がオフィス改革に取り組むに至った経緯、取組内容、今後の展望等について紹

介する。

 Change せいよ! （愛媛県西予市）

事例紹介

～西予市におけるオフィス改革～
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階の企画財務部を対象とした既存レイアウトの大
幅な変更である。このレイアウトの変更のポイン
トは「コミュニケーションの活性化」である。従
来のレイアウトは、窓際に管理職の席があり部下
は役職順に窓際から座り、隣の課との間には仕切
として書棚が置かれるという一般的なものであっ
た。課の仕切があることで、所属を越えての会話
が積極的にされているという状況とは言い難かっ
た。そこで仕切となっている書棚の一部と袖机を
撤去し、机を扇型に配置するレイアウトを取り入
れたのである。部下の机が扇のように広がり、管
理職の席が扇の要の位置に来る配置である。この
レイアウトでは課の仕切がなく、各課の管理職同
士の席が中心部に近づくように配置されているた
め、所属を越えた会話が自然とされるようになっ
た。また、袖机がなくなり、隣との距離が近くな
ったことで課内での会話も増えたという。
レイアウトの大幅な変更は執務スペースに余裕

を生み出し、ミーティングスペースの新設にもつ
ながった。このミーティングスペースの新設によ
り、会議室を予約したり移動したりする手間がな
くなり、すぐに打ち合わせができる環境になった。
また、ペーパーレス化の推進にもつながった。

袖机や書棚の撤去により、書類等の保管場所は以
前よりも少なくなる。そうした状況に対応するた
めには、今まで紙を用いて行っていた仕事を見直
し、意識的に紙を使わないようにしなければなら
ない。それまで紙の資料を用いて行っていた打ち
合わせは、ホワイトボードや大型モニター、プロ
ジェクターの活用によって対応した。
当初は企画財務部のみを対象としていたオフィ

ス改革の取組は、企画財務部の隣に位置していた
総務部総務課でも行うこととなり、フロア全体で
の取組に発展していった。
第1ステージでは、新たな什器を購入すること

なく、既存のものを用いてレイアウトを変更し

本庁舎4階のレイアウト変更
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た。打ち合わせで使用するようになったホワイト
ボードや大型モニター等も、以前から庁舎にあっ
たものを活用したため、経費は発生していない。

（2）第2ステージ（平成28年4月～ 11月）
さらなるオフィス改革を推進していくため、平

成28年4月14日には東洋大学の戸梶亜紀彦研究
室、京都工芸繊維大学の仲隆介研究室、株式会社
オープン・エー、西予市の4者間で「オフィス改
革に係る産学官連携・協力に関する協定」を締結
した。この協定では、①職員の意識啓発に関する
こと、②業務改革の助言に関すること、③オフィ
スレイアウトの調査・研究に関すること、④オフ
ィス改革の効果測定、事業検証に関すること、⑤
研究成果等の公表及び情報発信による普及啓発に
関することの5点について連携・協力することと
している。
西予市では協定の締結後、京都工芸繊維大学の

仲研究室の協力のもとでワークショップを行い、
どのような職場で働きたいか職員同士で意見交換
を行った。ここから見えてきたのは、職員は「打

ち合わせができる」「作業に集中できる」「食事・
リラックスができる」空間を希望しているという
ことである。そこから市の働き方のコンセプトを
考え、生み出されたものが「Change せいよ！」
である。「せいよ」には、市名の「西予」と伊予
弁で「〇〇〇しなさい」という意味がかけられて
いる。このコンセプトには、「繋がる」「挑む」「楽
しむ」をキーワードに新しい働き方に変えていこ
うという意味が込められている。
平成28年11月28日には、このコンセプトをも

協定式の様子

働き方コンセプト「Change せいよ!」
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とに庁舎の4階にモデルオフィスが完成した。こ
のモデルオフィスは、5つの「モード（エリア）」
から構成されており、自分の仕事に最も適したモ
ードを選ぶことができるのが特徴である。
1つ目は「チームモード」である。ここは各課
の拠点となる場所で、フリーアドレスを導入して
いる。ただし、西予市では完全フリーアドレスに
よる部門内のコミュニケーションが減ることを懸
念し、チームアドレス制を導入している。チーム
アドレス制は、基本となる課の島は存在するが、
全員分の席はないスタイルである。課員の7割程
度の座席としており、部門内・部門外それぞれの
コミュニケーションが生まれやすい環境となって
いる。
2つ目は「ウェルカムモード」である。4階の
入り口付近にあり、市民や業者等の接客・打ち合

わせを行うことができる。
3つ目は「コラボモード」である。この場所

は、個人作業や打ち合わせ等、何にでも使用する
ことができ、聞かれたくない話は囲われた場所、
アイデア出し等はオープンな場所といったように
使い分けが可能である。また、慢性的な会議室不
足の解消にも一役買っている。
4つ目は「集中モード」である。これは窓際に

配置されており、資料の作成等、個人で集中して
作業を行うことが可能となっている。
5つ目は「プレイモード」である。気分転換を

かねた休憩・飲食ができるほか、打ち合わせや立
ち仕事も可能となっている。これまで課ごとに所
有していた消耗品等の保管場所にもなっている。
消耗品等をここに集約したことで、自然と人が集
まり、課を越えたコミュニケーションも増加した

5つの「モード」から構成されるモデルオフィス

「チームモード」 「ウェルカムモード」
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という。
西予市におけるオフィス改革に大きく影響した

のが、ICTツールの導入である。革新的なオフィ
ス改革が可能となったのは、デスクトップパソコ
ンをノートパソコンに変え、無線LANを導入し
たことが大きい。このフロアにある電話もPHSに
変更している。こうしたことにより、フロア内の
どこにいても仕事ができる環境となり、スケジュ
ールや仕事の内容に合わせて働く場所の選択が可
能となったのである。また、ICTを活用したWeb
会議も導入し、遠隔地との会議が可能になったこ
とで、移動にかかる時間や負担の軽減につながっ
ている。
第2ステージのモデルオフィスの整備では、新た

な什器の導入や工事費、PHSの導入等で約1,000万

円の経費を要した。また、ICTツールの導入につい
ては、平成27年度から28年度にかけて全庁的に進
められており、約2,700万円の費用を投じている。
オフィス改革による成果としては、職員へのア

ンケートや大学生が行った調査から、「会議・打
ち合わせ環境の改善」「コミュニケーション量の
増加」のほか、「多様な場所の使い分けによる業
務の効率化」等が挙げられる。また、このオフィ
ス改革は多くの注目を集めることとなり、視察や
取材が増加している。オフィス改革をきっかけと
して多くの人が西予市を訪れるため、市の魅力
PRにもつながっている。
多くの職員が革新的なオフィスで働いたことが

なく、前例もない。こうしたことからオフィス改
革の実施に当たっては、全ての職員から理解を得

「集中モード」 「プレイモード」

「コラボモード」
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られていたわけではない。大胆な取組に難色を示
す者もいた。こうした疑問の声に対しては、担当
職員がオフィス改革の意義を粘り強く説明し、理
解を求めることで対応した。また、市長をはじめ
とする市幹部や議会の理解があったことも大きい。
西予市のオフィス改革は試行錯誤を重ね、「と
にかくやってみる」という姿勢を貫いた。実際に
やってみてわかることも多いことから、改善点を
見つけながら市の現状に合うように取組を進めて
いることがオフィス改革成功の要因と市は考えて
いる。

4 課題と今後の展望
今後取り組むべき課題として、効果を見える形

で検証することが挙げられる。現在のところ、オ
フィス改革によって残業がどの程度減ったか等の
具体的数字を把握するには至っていない。ここま
で取り組んできたオフィス改革がどのような効果
をもたらしているかを数値として検証し、今後の
取組へ活かすことが求められる。
西予市のオフィス改革は、全庁的な取組へと発
展している。4階フロアで実施されていたオフィ
ス改革は、今年度第3ステージとして2、3階のフ
ロアでも実施された。このオフィス改革は第3ス
テージの第1段階として、書類や袖机を撤去し、
什器の入れ替えは行わないレイアウト変更とし

た。今回オフィス改革の対象となったフロアは技
術系職員が多く、使用される図面は現在でも紙で
扱われることが多いことから、そうした環境でも
オフィス改革が実施できるか検証する必要があ
る。来年度は第2段階として、第1段階で実施し
たオフィス改革について、職員から聞き取りを行
い、その結果をもとに、新たな発想や挑戦に取り
組むことができる環境を構築していく予定であ
る。市としては、いずれは市民と接する機会の多
い1階フロアでも実施したいとの意向があるが、
1階フロアの改革を実施する際は、より成果や効
果が求められるため、業務自体の改革と併せて考
えていく必要がある。
また、ICTを活用した支所のサテライトオフィ

ス化についても検討を始めている。市の面積が広
く、支所間の移動にも時間がかかる状況を踏ま
え、その日の予定に合わせて働く場所（庁舎）を
選ぶことができないかと検討している。実際に実
験的な取組がされており、多くの課題もあるが、
概ね良好という結果が出ている。
オフィス改革は、ただ単にレイアウトを変更す

ることではない。オフィス改革を働き方を見直す
ひとつのきっかけとして、生産性の向上を図り、
市を発展させていかなければならない。自治体で
のオフィス改革は始まったばかりである。自治体
におけるオフィス改革の先駆者として、今後の西
予市の取組に期待したい。

◆人口：37,636人（平成31年4月30日現在）

◆面積：514.34㎢

◆連絡先
 ･ 愛媛県西予市総務企画部まちづくり推進課情報推進室
TEL：0894-62-6404　MAIL：jouhou@city.seiyo.ehime.jp

｜地域の概要｜愛媛県西予市
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1 はじめに
古賀市は、九州北部に位置する人口約5万9,000
人の街である。東側には犬鳴山系の緑豊かな
山々、西側には玄界灘と白砂青松の美しい海岸線
が広がり、川が流れるなど自然に恵まれている。
また、太古から人々が暮らし、国内外と盛んに

交流が行われてきた。奈良・平安時代には都と大
宰府を結ぶ律令官道が通り、江戸時代には、唐津
街道の宿場「青柳宿」が形成され、参勤交代の大
名行列が利用するなど、古賀市は昔から交通の要
衝であった。
現在、市内には九州自動車道や2つの国道が通

っているほか、JRの駅が3つあり、JR古賀駅から
JR博多駅へは快速電車で約20分、JR小倉駅へは
約50分と、福岡市や北九州市へのアクセスが良
い。この交通の利便性を活かして、近年は企業の
工業団地や住宅団地が立地しており、経済や物
流、流通、生活文化等の面でも豊かな生活環境が
整っている。

2 取組のきっかけ
古賀市では、平成29年度から水道課と下水道

課の統合について協議を重ねていたが、この協議
の中で以下の課題が認識された。

福岡県古賀市では、平成31年4月、下水道事業が公営企業会計へ移行することに伴って、水道課
と下水道課を統合する組織改編を行い、新たに上下水道課が誕生した。これに合わせて、これまで
の水道課庁舎を改修し、職員が業務に応じて自由に座席を選ぶことができる「フリーアドレスデス
ク方式」のオフィスを採用した。フリーアドレスは民間企業でも導入が進み始めているものの、行
政ではまだ珍しく、古賀市としても初めての取組である。
本稿では、古賀市が市庁舎において導入・実施しているフリーアドレスに係る取組やその効果、

今後の展望等について紹介する。

官学連携による働き方改革 （福岡県古賀市）

事例紹介

～課長の隣の席は新人職員!? フリーアドレスデスク導入による風通しの良い職場づくり～

古賀市の花「コスモス」

郷土料理の「とりすき」
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（1）窓口サービスの改善
水道料金あるいは下水道料金は、水道課、下水
道課どちらの窓口でも支払いが可能だが、両課と
も窓口が手狭であり、市民サービスの観点から改
善が必要であった。

（2）水道課庁舎の有効活用
水道課庁舎では、ほとんど使用していない会議

室が延べ床面積の4分の1を占めていたため、ス
ペースの有効活用が必要であった。

（3）執務室の職員の増加
水道課の13人が使用していた執務室に上下水

道課の29人が入ることとなり、職員数が倍増す
る一方、現場へ出る職員も多いため、人的・物的
収納の観点から、座席を固定しないフリーアドレ
スデスクの導入がしやすいと考えられた。

（4）縦割り行政の解消
市民にとって、料金の徴収や工事現場での作業

は水道課も下水道課もあまり変わらない。また、
これまで水道課と下水道課はそれぞれ異なる所管
業務を行っていたが、設計や現場での作業など、
互いの密な情報共有や連携が必要であった。
以上の課題を踏まえ、市は、業務の効率化や市
民サービスの向上と職員同士のコミュニケーショ
ンの活性化を目的に、平成31年4月フリーアドレ
スデスクを導入した。

3 取組内容
フリーアドレスデスクの導入は、旧 水道課庁舎

のリノベーションと併せて行われた。無線LAN・
電気・給排水設備等を含む工事費や、机・椅子・
カウンター等の備品購入費・取付費等は約2,500
万円であり、15年間かけて減価償却することと
している。
リノベーションは、福岡市にある九州産業大学
との官学連携事業として実施した。同大学の建築

都市工学部住居・インテリア学科の福山秀親教授
と学生20人に、フリーアドレスデスク導入を含め
た執務室の改築設計を委託した。学生20人が一人
ひとりオフィス内の模型を設計し、それらを市職
員と福山教授で選定した。最終的に6人の学生が
考案したデザイン案を執務室の各所に採用した。
設計に当たってのコンセプトは主に2つある。

1つは「自分は何のために働いているのか」とい
うことを意識し、職員一人ひとりが自発的に考え
行動していく職場にすること。もう1つは、サッ
カーのようにチームとして明確なゴールに向かっ
てフォーメーション（台形の机）を変えながら、
上司自らが積極的に執務室内を動いて指示を出し
ていく職場にすることである。
課内にある35台の机のほとんどは台形であり、

1つとして同じデザイン・規格のものはない。こ
の台形という形には、組み合わせによって四角や
円など自由にレイアウトを変更することができる
というメリットがある。また、机や壁を木目基調

旧水道課窓口

上下水道課窓口
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にすることで、みずみずしさと落ち着きのある空
間を、照明はそれまでの蛍光灯からダウンライト
に変更してお洒落な空間を演出し、職員が気持ち
良く働くことができる職場環境となっている。
平成31年4月現在、上下水道課は5つの係から

成る。このうち、来客対応の多い「お客さま係」
は窓口に近い位置に固定し、係員はその中で毎日
席を変えて業務にあたっている。他の4つの係に
ついては、毎日自由に着席している。具体的な特
徴は、次のとおりである。

（1）くじ引きによる座席の決定
座席はテーブル席、一人席、カウンター席、ペ

ア席、ソファー席の5種類ある。このうちソファー
席を除く4種類のいずれかを使用する場合は、原
則として帰庁の際に翌日の座席をくじ引きで決定
する。ただし、一人席とペア席については、設
計・積算など特に集中を要する業務や引継ぎ、先
輩によるマンツーマンでの後輩の指導などで使用

する場合であれば、事前に予約することができる。
また、カウンター席は2日続けて当たらないと

いうルールを設けている。くじ引きはその日カウ
ンター席を使用している職員が最初に行い、カウ
ンター席以外の席が当たるまで何度でも引く。な
お、ソファー席は常に空けておくこととしてお
り、くじ引きの対象外となっている。

（2）座席の用途
①テーブル席
6人掛けと4人掛けがあり、最もノーマルな座

席である。
②一人席
2席あり、前方と左右を仕切り版で囲われてい

る。大型モニターが設置してあり2画面での作業
が可能であるほか、電話を置いていないため設
計・積算などの集中作業に適しており、仕事がは
かどると職員からの評価も高い。
また、仕切り版の内側はコルクボードになって

おり、見やすい位置に資料やメモを貼って作業が
できるため、必要な情報が埋もれてしまうのを防
ぐとともに机上の整頓にも繋がっている。
③カウンター席
カウンターは、歩いている人と同じ目線になる

ことから、偶発的会話が生まれることを狙いにし
ている。立ったままでも仕事ができ、ちょっとし
た立ち話によって職員同士の情報共有やコミュニ
ケーションが深まることを期待して設置された。
座って仕事をしたい職員のためにハイチェアーや
足置きも用意されている。
また、執務室の中央に配置されているため、フ

ロア全体を見渡すことができ、上司が部下の状況
把握や目配り・気配りをするのにも適している。
④ソファー席
3席設置されており、常に空けておくようにし

ている。一日の途中で職員がパソコンを持ってき
て作業をしたり、気分転換をしながらアイデアを
練るために腰掛けたりしている。腰から足先に向
かって座席が広がっていてリラックスできるほ

上下水道課執務室

旧水道課執務室
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か、メモを取ることができるようにサイドテーブ
ルが付いている。
⑤ペア席
フリーアドレスデスク導入後の4月末に実施し
た職員アンケートの結果、5月から新たに設けら
れた席である。主に2人1組で共同作業を行う場
合に使用するほか、新人職員の教育など先輩が後
輩を指導する際に使用している。

ペア席は共同作業や引継ぎに重宝 くじ引きに使用するカード

主にアイデアを練る時や気分転換に使用するソファー席
執務室の中央にあるカウンター席。
職員同士の会話も自然と盛り上がる

テーブル席 集中作業に適した一人席

座席 席数 主な用途・
目的 運用開始時期 くじ

引き
テーブル席 10席 通常業務 平成31年4月 ○
一人席 2席 設計業務 平成31年4月 ○

ソファー席 3席 アイデア出し、
気分転換 平成31年4月 ×

カウンター席 4席 情報共有、
偶発的会話 平成31年4月 ○

ペア席 2席 共同作業、
後輩の指導 令和元年5月 ○
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（3）  スペースの有効活用による
開放的な空間の実現

フリーアドレスデスクの導入によって、従来の
ようにパソコンを机上に置いたまま退庁すること
ができなくなったため、パソコンを収納する鍵付
きロッカーを設置した。また、ロッカーの下半分
は移動式キャビネットになっており、頻繁に使う
書類や事務用品を収納している。職員は、毎日パ
ソコンとキャビネットをその日の座席に持ち運ん
で業務にあたることが可能であるため、効率的に
作業できるとともに、片付けの煩雑さが緩和され
ている。

4 取組の効果
（1）市役所内の変化
フリーアドレスデスクの導入により、その主目

的であったコミュニケーションの活性化に大きな
効果があった。従来会話の相手が特定の職員に偏
りがちだったが、隣や正面の職員が変わることで
コミュニケーションの偏りが改善されるととも
に、日々新鮮な気持ちで業務に当たることができ
るようになった。

旧来の執務室と
は大きく異なる斬
新なレイアウトや
洗練された空間が
職員同士の共感を
生んだことも、旧
水道課と旧下水道
課の垣根を超えた
自然発生的なコミ
ュニケーションの
促進にも寄与して
いると考えられ
る。中でも特筆す
べきなのは、上司
と部下の交流が増
えた点である。一

人ひとりと顔を合わせた密なコミュニケーション
が増え、課長や係長は業務の進捗状況等を把握し
やすくなった。部下にとっても、業務に限らず
様々なことを上司に相談しやすくなり、良好な人
間関係と風通しの良い職場が構築されている。
また、上下水道課の執務室は本庁舎と同じ敷地

内の別棟にあるが、年度当初はお洒落な執務室を
見てみたいという他部署の職員が毎日のように訪
れていた。庁内の他部署からも注目されるように
なったことも相まって、上下水道課職員の士気が
上がり、職場の雰囲気も明るくなった。
さらに、フリーアドレスデスクの導入によって

パソコンの移動が容易になり、突発的な打ち合わ
せが生じても機動的に行うことが可能となった。
他にも、不定期勤務や休暇、研修で不在にしてい
る職員のデスクを省スペース化したり、机上の書
類が山積みになることが無くなったりと、整理整
頓が行き届いた清潔で開放的な職場環境を保つこ
とができている。
4月末に課内でアンケートを実施したところ、

フリーアドレスデスクにして良かった点として、
約6割の職員が「コミュニケーションが盛んにな
った」「毎日の席替えで新鮮な気持ちになる」と

個人ロッカーの下半分は移動式キャビネット（写真左）
自席の横に持ち運べば作業効率アップ（写真右）
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回答し、肯定的な意見が多く見られた。

（2）来庁者の反応
旧水道課は、プレハブのような外壁と薄暗い執
務室だった。しかし、水をモチーフにした可愛ら
しく親しみやすいデザインの玄関から、スタイリ
ッシュで洗練された執務室に入った来庁者の多く
は「あの水道課がこんなに綺麗になるなんて」と
驚きの声を上げている。他にも「雰囲気が変わっ
てお洒落になった」「人数が増えたのに広々として
いる」などの感想が寄せられ、好評を得ている。
また、営業等で訪問する企業からも良い評価を

受けており、社内会議で話題に上がることもある
という。さらに、これまでに福岡県議会や福岡市
副市長、近隣自治体をはじめ全国から視察者が訪
れるなど、フリーアドレスデスクの注目度は日々
増しており、市の知名度向上にも寄与している。

5 今後の展望
古賀市がフリーアドレスデスクを採用したこと

は、市のホームページや新聞等のマスメディアに
も多く取り上げられている。市はこの取組をモデ
ル事業として位置付けており、導入の効果を見極
めながら他部署への波及を視野に入れている。上
下水道課としては、今後、個人PHSの導入や係長
決裁の導入、テレワーク制度など、ハード・ソフ

トの両面から、更なる働き方改革を進めていきた
いと考えている。

6 おわりに
働く人の意識が多様化する中、いわゆる「働き

方改革関連法」が平成31年4月より順次施行さ
れ、国を挙げて働き方改革に取り組む姿勢が見ら
れる。いくつもある働き方改革の手法の中で、上
下水道課では、フリーアドレスデスク制度を取り
入れたことによって職員同士のコミュニケーショ
ンが活発になり、職場の風通しが良くなった。こ
のことは、業務の効率化や生産性・市民サービス
の向上にも繋がっており、市役所全体で働き方改
革を進めるための大きなきっかけになっている。
上下水道課では引き続き、仕事をする場所や環

境にとらわれず、職員が楽しく気持ちよく働くこ
とができる職場を目指していくこととしている
が、この働き方改革を職員の人材育成に繋げてい
くことも重要であると思われる。業務で悩んだ際
に、どんな発想を生み出すことができるか、まさ
に「自分で考えて行動できる職員」をどれだけ育
てていくことができるかという視点で効果検証を
行っていくことも大切であろう。古賀市の事例が
1つでも多くの自治体にとって、仕事のあり方や
職員自身の働き方を見直すきっかけになることを
望む。

◆人口：59,308人（令和元年5月1日現在）

◆面積：42.07㎢

◆連絡先
 ･ 福岡県古賀市建設産業部上下水道課
TEL：092-942-1118
URL：https://www.city.koga.fukuoka.jp/

｜地域の概要｜福岡県古賀市
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1 はじめに
熊本市は、県西北部、九州のほぼ中央に位置す

る熊本県の県庁所在地である。市域の面積は

390.3㎢、人口73万9,004人（令和元年5月1日現
在）。平成24年4月1日に九州で3番目の指定都市
（地方自治法第252条の19）に移行した。
平成23年に全線開通した九州新幹線によって、

復旧作業の進む市のシンボル・熊本城

熊本市は、平成28年に起きた熊本地震によって甚大な被害を受けた。同市では、震災からの復興
を加速させつつ、周辺部の人口減少の克服や将来に向けて持続可能なまちの実現を目指す地方創生
の取組など様々な課題解決にも注力しており、現在、市の目指すまちの姿「上質な生活都市」の実
現に取り組んでいる。
本稿では、熊本市が日本マイクロソフト株式会社と連携して進めるクラウドソリューションの活

用を通じた市職員の働き方改革の取組を紹介する。

指定都市における働き方改革の基盤構築に向けた
クラウドソリューションの活用について （熊本県熊本市）

事例紹介

～震災からの復興とともに進める熊本市における取組～
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福岡市（博多駅）まで最速33分、鹿児島市（鹿
児島中央駅）まで最速44分と移動時間が大幅に
短縮されたことにより、県内外への移動の利便性
が一層向上した。
市域は、西の金峰山を主峰とする複式火山帯、
市中央部の立田山等の台地、東部に阿蘇外輪火山
群によってできた丘陵地帯、南部には白川の三角
州で形成された低平野で構成されている。市中心
部にある熊本城は、「日本三名城」のひとつと呼
ばれ、熊本藩初代藩主・加藤清正が慶長6年
（1601年）から7年の歳月をかけて築いたとされ
る。「武者返し」と呼ばれる独特の石垣や復元さ
れた絢爛豪華な本丸御殿など、見どころも多く、
熊本市のシンボルとなっている。平成28年4月に
起きた熊本地震によって、天守閣や石垣などに甚
大な被害が生じたため、令和元年に天守閣が修復
されたが、城全体の修復には今後20年程度かか
るとされている。

2 取組の経緯
（1）平成29年から市役所改革に取り組む
熊本市では、震災発生直前の平成28年3月に

「熊本市第7次総合計画」を策定した。本総合計
画では、「市民が住み続けたい、だれもが住んで
みたくなる、訪れたくなるまち、『上質な生活都
市』」をまちの目指すべき姿として定めている。

平成29年4月、震災からの復興を加速させ、人
口減少克服や地方創生といった様々な行政課題に
対応しながら「上質な生活都市」を実現するため
には、市役所の更なる生産性向上を図る必要があ
ることから、市長をトップとする「改革プロジェ
クト推進本部」を組織し、市役所改革をスタート
させた。市役所改革は、これまでの量的な改革に
加えて質的な充実を図る改革として職員の改革マ
インドの醸成から始まり、浸透・実践にいたる過
程を通じて「自ら考え、自ら見直し、自ら行動す
る市役所」の実現を目指すものである。
市役所改革の一例として、担当部局が率先して

取り組む「窓口改革」が挙げられる。この取組で
は、繁忙期の3月から4月に発生する窓口におけ
る時間を縮減した。市内で最も届出件数が多い中
央区区民課では、それまでは最長約224分（平均
53分）もの待ち時間が発生しており、市民の大
きな負担となっていた。窓口担当の職員が中心と
なって窓口改革に取り組み、届出書の書き方ガイ
ドの設置や記載コーナーの分かりやすく機能的な
レイアウト・サインへの変更等を行った。
これにより、翌30年度の同区民課窓口での最

長待ち時間を81分（平均18分）、平成31年度は最
長51分（平均9分）にまで低減することができ
た。この取組の内容及び成果が評価され、地方自
治体の議会・首長等や地域主権を支える市民等の
優れた活動を表彰する全国組織の同年度マニフェ

「上質な生活都市」を目指す
市役所改革のキャッチフレーズ 届出書の書き方ガイド
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スト大賞優秀成果賞も受賞している。令和元年度
からは、窓口業務へのRPAやタブレットの導入に
より、利用者の利便性と事務処理の効率化を図る
予定である。
また、市職員の生産性の向上やコミュニケーシ

ョンの促進を目指す「オフィス改革」として、執
務室の整理整頓、ノートパソコンの導入、机のダ

ウンサイジング、プリンター等の共有化、紙資料
の削減（キャビネット削減）などを行った。これ
により、市役所本庁舎の1つのフロアの約3分の1
に相当する340㎡もの事務スペースを創出し、民
間ビルから本庁舎への一部執務室の移転集約、本
庁舎各フロアの打ち合わせスペースの増設（42
カ所から71カ所）や集中して個人作業を行うた
めのソロワークスペースの新たな設置につながっ
ている。　
その他市役所改革としては、市の出先機関であ

る各まちづくりセンターに配置した地域担当職員
（29年度当初47人、現在は55人に増員）が市民と
ともに多様な地域課題の解決に取り組む「地域主
義」の推進、庁内の事務手続きや職場環境の改善
案を職員がいつでも提案可能とする職員提案制度
「改革のタネ」（平成29年度342件、平成30年度
514件）、人材育成研修「かわる“研”」など様々な
取組を推進している。　

本庁舎7階に新設したソロワークスペース

機能的なレイアウトに変更された窓口の様子

令和元年度 地域活性化ガイドブック 令和元年度 地域活性化ガイドブック94 95

令和元年度 地域活性化ガイドブック 自治体の働き方改革



（2）  震災時の避難所運営に
クラウドサービスを活用

平成28年4月に発生した熊本地震は、近接した
場所で短期間に震度7の揺れを2回記録するとい
う、観測史上初めての地震であった。熊本市内に
も大きな被害をもたらし、267カ所の避難所に最
大で約11万人の市民が避難した。地震によって
交通網も寸断されたため、各避難所に対する効果
的な支援物資の供給体制が必要とされ、そのため
には、市役所・物資拠点・避難所間の情報共有の
仕組みづくりが急がれた。
日本マイクロソフト株式会社は、東日本大震災
での被災自治体へのクラウドサービス提供の経験
を踏まえ、熊本市にも避難所運営における情報共
有の仕組みとして同様のサービス提供を行った。
のちに「くまもとＲネット」と呼ばれるようにな
ったこのシステムの導入により、熊本市における
避難所運営が更に柔軟かつ円滑に改善されるとと
もに、行政のICT基盤をクラウド上に置くことの
重要性と有効性が明らかになった。

3 取組内容
平成30年4月、熊本市は、市役所改革の取組の

一つとして、限りある経営資源である「ひと・も
の・かね」、「情報」を効率的に投入し、市役所内
部のスマート化を目指す働き方改革に取り組むこ
とを表明した。その手法として、震災復興の支援
を受けてきた日本マイクロソフト株式会社と連携
し、全国でも例を見ない大規模な市の全職員
12,500人（教員4,500人含む）を対象とした「ク
ラウドソリューションを活用した働き方改革基盤
構築プロジェクト」を開始した。

（1）ICT活用に向けた職員研修の開催
プロジェクトの初年度は、日本マイクロソフト

社のクラウドソリューション「Microsoft365」を
利用した熊本市独自の仕組み構築、全ての市職員
へのプロジェクトの周知と理解促進のための研修

に費やされた。
職員研修では、同社のツールを活用して実現で

きることやその効果、それらによって市が目指す
べき市役所と市職員の姿についての理解を深め
た。職員研修は、市長以下幹部職員を対象とした
小規模なものから、100人近くの実務担当職員が
参加する大規模なものまで年間で10回以上開催
した。　

（2）AIを活用した業務内容の改善
日本マイクロソフト社のクラウドソリューショ

ンの一つで、電子メール・スケジュール管理・連
絡先管理等の機能を有する個人情報管理ソフトウ
ェア「Outlook」には、AIを利用者の働き方の改
善に役立てる生産性分析ツール「Insights」が実
装されている。
Insightsに搭載されたAIは、Outlookに入力され

た各職員の日々のスケジュールやメールの送信等
からその業務内容や時間の使い方等を分析し、
「打合せが多いので、集中する時間をとってはど
うか」というような改善案を当該職員に提案して
くれる。AIが提案する改善案は、業務用端末に
て各職員が自身のアカウントでInsightsを起動す
ることによって、いつでも確認することができ
る。AIによるアドバイスを活用することによっ
て、非効率な会議の削減や時間の有効活用など業
務改善のための気づきを得ることが可能となる。

日本マイクロソフト株式会社の
平野代表取締役（左側）と大西熊本市長
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ただし、これらはAIによる各職員への一方通
行のアドバイスであり、その内容はICT環境の整
備を担当する情報政策課や各職場の上司等には明
らかにならない仕組みとなっており、AIの分析
結果をどのように活用するかのは職員個人の判断
にまかせている。これは、AIのアドバイスの内
容を守らなければならないという消極的な取組で
はなく、「自ら考え、自ら見直し、自ら行動する
市役所」という改革スローガンのとおり、与えら
れた気づきに対して個人が自発的、積極的に判断
することをめざしているためである。
なお、Outlookへのスケジュール入力をはじめ

とするMicrosoft365の利用実績を職員の働き方に
関する客観性の高い基礎データとして蓄積し、こ
のプロジェクトの進捗確認に活用することも検討
している。

（3）ウェブ会議の導入
クラウドソリューションにはコミュニケーショ

ンツール「Teams」も実装されている。このツー
ルを利用し、ウェブ上での会議を行うことができ
る。
熊本市には約300（小中学校含む）の出先機関
がある。これまでは様々な業務において、市内の
出先機関から職員を集めて開催する会議の日程調

整には毎回時間がかかるのが実情であった。ウェ
ブ会議であれば、出先の職員がわざわざ会議場所
に集まる必要はなく、自席で参加することが可能
であり、日程調整の労力を大幅に低減することが
できる。加えて、これまで発生していた、移動時
間、交通費、交通事故リスク、CO2排出量などの
削減が期待できる。
また、現時点では、ウェブ会議への参加者は市

の職員だけを対象としているが、将来的には市民
や各種関係企業の担当者等ともウェブ上でのミー
ティングができるよう準備を進めている。また、
聴覚に障がいのある市民や外国人の窓口対応とし
て、ウェブ会議を活用した通訳での対応の実現に
ついても、関係課と協議を進めている。
このプロジェクトに合わせ、「会議はウェブ上

で開催すること」が少しでも増えるような環境整
備を進め、同時にツールを利活用する方法の周知
にも注力している。

（4）学校現場でのクラウドソリューションの活用
令和2年度以降は、全136校の市立小中高等学

校の教職員にも対しても、Microsoft365を利用で
きる環境を個別に整備することも検討している。
これにより、情報セキュリティの向上、文書のデ
ジタル化、情報共有による印刷文書とそのコスト

AIの活用イメージ

Outlookでのスケジュール管理、
メールの送受信

職員はいつでもAIから働き方への
アドバイスを受けられる

AIが個人の働き方を分析
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の削減、授業コンテンツの共有、テレワークの運
用等を進め、校務の効率化と時間外労働の縮減を
目指すこととしている。

4 課題と今後の展望について
熊本市では、職員個人のスマートフォン等の携

帯用機器を業務に活用できるBYOD（Bring Your 
Own Device）の導入を進めている。これにより、
クラウドソリューションを活用して、いつでもど
こでも全職員がスケジュール管理やメール確認等
の業務を行うことができることとなる。このよう
に、職員の働き方は大きな変化の真っただ中にあ
る。ただし、各種のツールを十分に役立てながら
生産性の高い働き方を実現するためには、職員一
人一人の「意識」と「行動」を、前例踏襲や旧態
依然の働き方から脱却し、新しいことに積極的な
チャレンジができるように変化させることが大前
提となる。しかしながら、昨年度実施したアンケ
ートでは、「自分の意識は変わっていない」とい
う回答が半数近くを占める結果となった。このた
め、今後も全職員の変化を促すため、周知活動や

研修の開催等地道な対策を引き続き実施していく
予定である。
日本マイクロソフト株式会社との連携をきっか

けとして始まった「クラウドソリューションを活
用した働き方改革基盤構築プロジェクト」におい
て、庁内基盤システムにおけるMicrosoft365の活
用自体は、平成31年4月にスタートしたばかりで
ある。このため、本稿においてAI導入等の成否
を論じるのは時期尚早ではあるが、地方自治体が
推進するデジタルトランスフォーメーション（※
1）による取組として、全国最大規模の働き方改
革への取組が緒に就いたこと自体が大きな実績で
あると言える。
今後、熊本市には、震災からの復興という一大

事業を進めるなかにあっても、全国の最先端モデ
ルとなる本プロジェクトをより一層推進すること
が期待される。
※1　デジタルトランスフォーメーション…「ITの浸透
が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させ
る」という概念である。2004年にスウェーデンのウメオ
大学のエリック・ストルターマン教授が提唱したとされ
る。

◆人口：739,004人（令和元年5月1日現在）

◆面積：390.32㎢

◆連絡先
 ･ 熊本県熊本市 行政管理部 改革プロジェクト推進課
TEL：096-328-2110
MAIL：kaikakuproject@city.kumamoto.lg.jp
 ･ 熊本県熊本市 行政管理部 情報政策課
TEL：096-328-2057
MAIL：jouhouseisaku@city.kumamoto.lg.jp

｜地域の概要｜熊本県熊本市
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